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はじめに 

宮古信用金庫（以下「当金庫」という。）は、岩手県宮古市、釜石市、下閉伊郡全域

および上閉伊郡大槌町を事業区域として、地元の中小企業者や住民が会員となって、お

互いに助け合い、お互いに発展していくことを共通の理念として昭和 2年に設立された

協同組織金融機関であります。 

当金庫は、創立以来 80有余年を数え、「地域社会の発展と豊かな暮らしづくりに貢献

する」を経営理念に掲げるとともに、経営方針である「国民大衆並びに中小企業者の地

域金融機関としての使命に徹し、貯蓄の増強に努め、円滑なる金融を通じて地域経済の

育成発展と生活の安定向上に貢献する」ことを目指し、地域に根ざした事業活動に努め

てまいりました。 

このような中、平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災（以下「震災」という。）

により、当金庫が主に事業を展開している岩手県宮古市を含む三陸沿岸地域は壊滅的な

被害を受け、お取引先の多くが被災し、当金庫においても、津波により 3店舗が全壊す

るなど事業基盤に重大な影響を受けました。 

このため、当金庫は、地域の中小規模の事業者および個人のお客様に対して、円滑な

信用供与の実施に努め、地域の復旧・復興に向けて継続的に貢献していくため、金融機

能の強化のための特別措置に関する法律（以下「法」という。）附則第 11条第１項に規

定する特定震災特例協同組織金融機関として信用金庫の中央金融機関である信金中央

金庫を通じて資本支援の要請を行い、平成 24 年 2 月、100 億円の資本支援を受けまし

た。 

震災以降、当金庫は、相談窓口の設置や相談会の開催など被災したお客様の相談対応

に努めるとともに、新たな融資商品の取扱いや被災した事業先に対する経営改善等支援、

外部機関との連携等により円滑な信用供与に努めてまいりました。当金庫の事業区域で

は、震災から 5年が経過する中、道路整備やまちづくり、住宅建設の動き等が加速して

いるものの、地域のインフラは未だ震災以前の状態にまでは回復していない状況にあり

ます。また、地域の事業活動は、震災による事業基盤に対する打撃からは回復してきた

一方で、震災により失った販路に代わる新たな販路の開拓などは遅れており、震災前ま

でに復旧したといいがたい状況にあります。 

当金庫は、今後も引き続き、地域金融機関としての社会的使命を果たし、地域の復興・

創生および地域経済の活性化に向けた取組みを強力に推し進めるため、今般、法附則第

11条第 4項の規定により読み替えて適用される同法第 33条第 1項にもとづく新たな特

定震災特例経営強化計画（以下「経営強化計画」という。）を策定し、円滑な金融仲介

機能を発揮するとともに、役職員一丸となって、お客様や地域が抱える課題の解決に向

けて尽力してまいる所存でございます。 
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１．前経営強化計画の総括 

当金庫は、平成 23 年 4月から平成 28年 3月までの 5年間を実施期間とする経営強

化計画を策定し、資本増強による財務基盤の充実強化を図るとともに、被災したお客

様への支援を通じて、地域の復旧・復興および地域経済の活性化に向けた取組みに努

めてまいりました。 

なお、前経営強化計画に掲げた施策に係る主な取組みは、以下のとおりです。 

（１）相談態勢の構築・強化 

当金庫は、営業店のみでは対応が困難となるような相談に対応するため、平成 23

年 11 月から、業務部業務推進課事業所開拓専担チーム（現在は営業店職員として

配置）と審査部企業支援課（現融資部経営支援課）が連携して営業店の相談活動を

支援することで、相談態勢の充実に努めてまいりました。平成 23年 12月には、営

業休止を余儀なくされた店舗のお客様や遠隔地に避難されたお客様からの融資等

の相談等に対応するため、業務部業務推進課（現営業推進部業務推進課）内に「電

話相談窓口」を設置し、迅速かつ適切な対応に努めてまいりました。 

また、平成 26年 10月、お客様からの融資や資産運用等の各種相談等に対応する

ため、駅前支店 2 階に「みやしん駅前相談プラザ」を開設（受付時間は午前 9時か

ら午後 5時まで）しました。なお、平成 27年 4月からは週一回、受付時間を午後 7

時まで延長するとともに、休日相談を月一回実施する等、お客様の利便性向上に努

めております。 

さらに、平成 27 年 3 月からは、当金庫本店にて休日住宅ローン相談会を月一回

開催する等、きめ細かい相談体制を整備しております。 

このような本部と営業店が一体となった相談受付体制により、本部「電話相談窓

口」および営業店において、震災以降平成 28 年 3 月末までに累計 6,329 件の融資

に関する相談、1,227 件の相続手続き、6,536 件の通帳・証書再発行等の手続きを

行っております。 

当金庫は、震災による甚大な被害を受け、震災直後には全 9店舗中 7店舗が営業

休止を余儀なくされましたが、被害が軽微であった 3店舗については、地域でいち

早く営業を再開したほか、建物が全壊した鍬ヶ崎支店および田老支店においても職

員を本店へ配置したうえ、本店の店舗内店舗として再開し、7 店舗での通常営業を

行いました。 

また、田老支店については、平成 23 年 8 月に「グリーンピア三陸みやこ」敷地

内に設置した仮設事務所において、引き続きお客様からのご相談に対応しており、

被災地における金融サービスの維持に努めております。 

さらに、鍬ヶ崎支店、みなみ支店および河南支店については、平成 26年 10月に、

渉外担当者の増員により従来以上にお客様との面談機会を増やして営業力を強化

し、顧客サービスの向上を図るため、鍬ヶ崎支店・河南支店を本店へ、みなみ支店
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を駅前支店へそれぞれ統合した結果、平成 28年 3月末現在、6店舗中 5店舗が通常

営業を行っており、閉鎖中の 1店舗については、近隣店舗内に移転のうえ通常営業

を行っております。 

 ■店舗の状況（平成28年3月末現在） 

店舗名 所在地 
震災直後の 

被害状況 

営業状況 

震災 
直後 

通常営業 
再開日 

(平成 23年) 
現在の状況 

本 店 
宮古市 

向町 
半  壊 休止 5月 16日 通 常 営 業 

鍬ケ崎支店 
宮古市 

鍬ケ崎上町 
全  壊 休止 － 

本店と統合 

(26.10.14 廃止) 

駅 前 支 店 
宮古市 

末広町 
床上浸水 休止 4月 4日 通 常 営 業 

田 老 支 店 
宮古市 

田老字川向 
全  壊 休止 (8月22日） 仮設事務所 

山 田 支 店 
下閉伊郡 

山田町 
全  壊 休止 8月 10日 仮店舗営業 

河 南 支 店 
宮古市 

磯鶏 
床上浸水 休止 4月 25日 

本店と統合 

(26.10.14 廃止) 

千 徳 支 店 
宮古市 

太田 
な し 営業 3月 28日 通 常 営 業 

みなみ支店 
宮古市 

南町 
な し 営業 3月 28日 

駅前支店と統合 

(26.10.14 廃止) 

大 渡 支 店 
釜石市 

大渡町 
半  壊 休止 6月 28日 通 常 営 業 

（注）通常営業再開日における( )書きは、仮設事務所としての開始日 

 

（２）被災者への信用供与の状況 

当金庫は、震災の影響による甚大な被害状況を踏まえ、融資の返済等に支障をき

たしている被災者の方々から相談を受けた場合には、約定弁済の一時停止や貸付条

件の変更等、柔軟に対応してまいりました。 

なお、与信取引のあるお取引先に対し、個別訪問による面談を行い、被災者から

の融資等相談にきめ細かに対応した結果、震災以降の貸付条件の変更契約締結実績

は、平成 28年 3月末までの累計で 211先、8,306百万円（うち事業性ローン 138先、

7,689百万円、住宅ローン等 73先、615百万円）となっており、個々の被災者の実

情にあわせて返済負担の軽減等に努めてまいりました。 

また、当金庫は、震災以降、信用保証協会保証付制度融資や被災者向けプロパー

融資商品等、12種類のローン商品の取扱いを新たに開始する等、被災者に対する円

滑かつ積極的な資金供給に努めてまいりました。 
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なお、被災者向け新規融資実績は、平成 28年 3月末現在までの累計で 1,430先、

17,880百万円となりました。 

 

■被災者向けの新規融資の実行状況              （単位：先、百万円） 

 

震災以降累計 

 

うち条件変更先に 

対する新規融資 

先数 金額 先数 金額 

事業性ローン 943 13,882 332 5,299 

 うち運転資金 608 8,890 246 3,824 

 うち設備資金 335 4,991 86 1,475 

住宅ローン 299 3,693 - - 

その他 188 305 1 2 

合  計 1,430 17,880 333 5,301 

※平成 28年 3月末現在 

 

■震災からの復旧・復興に向けた融資商品一覧 

 

種類 対象者 商品内容 提供開始 取扱実績 

プ
ロ
パ
ー
ロ
ー
ン 

事業者 

名  称：みやしん絆 

資金使途：運転資金、設備資金  

融資金額：300万円以内 

融資期間：5年以内（1年以内の据置可） 

担  保：原則不要 

保 証 人：法人-原則法人代表者 

     個人事業者-1名以上 

年 利 率：当金庫所定の変動金利 

平成 24年 

1 月 

140件 

353百万円 

個人 

名  称：住宅ローン「復興」 

資金使途：住宅購入資金、リフォーム資金、

他行住宅ローンの借換資金等 

融資金額：50万円以上 5,000万円以内 

融資期間：35年以内 

担  保：不動産 

保 証 人：連帯保証人 1名以上 

年 利 率：当金庫所定の変動金利 

平成 24年 

3 月 

200件 

2,607百万円 

事業者 

名  称：みやしん陸中復興 

資金使途：運転資金、設備資金 

融資金額：500万円以内 

融資期間：5年以内 

担  保：原則不要 

保 証 人：法人-原則法人代表者 

     個人事業者-1名以上  

年 利 率：当初 2年間 4.8％、3年目以降 2.5％ 

平成 25年 

2 月 

26件 

159百万円 
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種類 対象者 商品内容 提供開始 取扱実績 

保
証
会
社
保
証
付
ロ
ー
ン 

個人 

および 

事業者 

名  称：オールマイティ 

資金使途：自由（事業性資金も可）  

融資金額：10万円以上 300万円以内 

融資期間：6か月以上 7年以内 

担  保：不要 

保 証 人：不要、㈱クレディセゾン保証 

年 利 率：固定 9.5％または固定 13.5％(保証

料込み) 

平成 23年 

3月 

215件 

173百万円 

個人 

名  称：シニアライフローン 

資金使途：リフォーム資金、自動車購入資金、

旅行資金のほか、健康で文化的な

生活を営むために必要な資金  

融資金額：100万円以内 

融資期間：10年以内 

担  保：不要 

保 証 人：不要、(一社)しんきん保証基金保証 

年 利 率：当金庫所定の固定金利 

平成 26年 

1月 

23件 

12百万円 

個人 

名  称：しんきん無担保住宅ローン 

資金使途：住宅購入資金、リフォーム資金、他

行住宅ローンの借換資金等 

融資金額：1,000万円以内 

融資期間：20年以内 

担  保：不要 

保 証 人：不要、(一社)しんきん保証基金保証 

年 利 率：当金庫所定の変動金利 

平成 26年 

1月 

61件 

343百万円 

個人 

名  称：みやしん災害復旧ローン 

資金使途：災害復旧資金 

融資金額：500万円以内 

融資期間：3か月以上 10年以内 

担  保：不要 

保 証 人：不要、(一社)しんきん保証基金保証 

年 利 率：固定 1.5％（別途保証料率 0.5％） 

平成 23年 

3月 

101件 

196百万円 

個人 

名  称：災害復旧ローン 

資金使途：災害復旧資金 

融資金額：10万円以上 500万円以内 

融資期間：10年以内 

担  保：不要 

保 証 人：不要、㈱オリエントコーポレーション保証 

年 利 率：固定 2.5％（保証料込み） 

平成 23年 

3月 

5件 

8百万円 
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※取扱実績は、平成28年3月末までの累計 
※「みやしん陸中復興」は、平成25年5月に新規の取扱いを終了しております。 

 

（３）販路開拓等支援の取組み 

当金庫は、お取引先の新たな販路や仕入先の開拓・拡大および事業の拡大等を支

援するための取組みとして、信用金庫業界および信金中央金庫の全国ネットワーク

を活用して開催されるビジネスフェアや個別商談会等への出展機会をお取引先に

紹介・提供してまいりました。 

種類 対象者 商品内容 提供開始 取扱実績 

保
証
会
社
保
証
付
ロ
ー
ン 

個人 

および 

事業者 

名  称：みやしん職域サポートローン 

資金使途：健康で文化的な生活を営むために必

要な資金 

融資金額：500万円以内 

融資期間：3か月以上 10年以内（6か月以内の

据置可） 

担  保：不要 

保 証 人：不要、(一社)しんきん保証基金保証 

年 利 率：固定 2.5％（保証料込み） 

リピートプランの場合は固定 2.4％ 

平成 27年 

11月 

31件 

17百万円 

信
用
保
証
協
会
保
証
付
ロ
ー
ン 

事業者 

名  称：岩手県中小企業災害復旧資金 

資金使途：運転資金、設備資金 

融資金額：1,000万円以内 

融資期間：10年以内（3年以内の据置可） 

担  保：原則不要 

保 証 人：法人代表者 

年 利 率：期間 3年以内は固定 1.7％以内 

     期間 3 年超 10 年以内は固定 1.9％

以内 

平成 23年 

3月 

38件 

267百万円 

事業者 

名  称：東日本大震災復興緊急保証 

資金使途：運転資金、設備資金 

融資金額：8,000万円以内（無担保） 

融資期間：10年以内（2年以内の据置可） 

担  保：必要に応じて徴求 

保 証 人：法人代表者 

年 利 率：当金庫所定の変動金利 

平成 23年 

3月 

1件 

24百万円 

事業者 

名  称：岩手県中小企業東日本大震災復興資金 

資金使途：運転資金、設備資金 

融資金額：8,000万円以内 

融資期間：15年以内（3年以内の据置可） 

担  保：必要に応じて徴求 

保 証 人：法人代表者 

年 利 率：期間 10年以内は固定 1.5％以内 

     期間 10年超 15年以内は固定 1.7％

以内 

平成 23年 

6月 

496件 

7,349百万円 
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また、お取引先の取扱商品を掲載した地域応援カタログ「みやしん Next とって

おきセット」の企画等による販売促進支援や㈱イプロスが運営する日本最大の工業

系製造業製品・技術データベースサイトへの登録による販路開拓支援等に取り組み

ました。 

具体的な取組みの成果の一例としては、平成 18 年度から（一社）東北地区信用

金庫協会が開催している「ビジネスマッチ東北」において、震災以降、4 件の商談

が成約しました。また、「ビジネスマッチ東北ハンズオン支援事業Ⅱ」において、

平成 25 年度に当金庫が推薦したお客様 2 社が対象として選定され、ＮＰＯ法人等

のコーディネーターを活用した首都圏での販路開拓支援活動を行いました。 

 

■ビジネスフェア等への出展（平成 27 年度）             （単位：先） 

イベント名称 開催時期 出展等企業 

ビジネスマッチ東北ハンズオン支援事業Ⅳ 平成 27年 7月 1 

2015"よい仕事おこし"フェア 平成 27年 9月 2 

ビジネスマッチ東北 2015 平成 27年 11月 4 

 

■「ビジネスマッチ東北」実績推移                        （単位：件） 

 

（４）経営改善・事業再生等支援の取組み 

当金庫は、営業店と融資部経営支援課が連携し、経営改善や事業再生等が必要と

判断したお取引先に対して、定期的な営業活動等を通じて的確な実態把握に努める

とともに、適切な指導・助言および経営課題等解決のための最適な施策の提案を行

う等、お取引先の経営改善、事業再生および生活再建等に向けた取組みを積極的に

支援してまいりました。 

また、お取引先に対する経営改善および事業再生支援等にあたっては、中小企業

再生支援協議会、産業復興機構、㈱東日本大震災事業者再生支援機構、（独）中小

企業基盤整備機構およびいわて企業支援ネットワーク等の外部機関や税理士およ

び弁護士等の外部専門家との連携強化を図っており、外部機関等の専門的な知見、

実施年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

全体 

参加企業数 291 384 431 459 447 

商談数 2,373 2,585 1,533 1,723 1,282 

成約数 159 189 182 152 142 

 
  うち 

  当金庫 

参加企業数 0 2 3 1 4 

商談数 0 11 31 3 18 

成約数 0 0 3 0 1 
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ノウハウおよび機能を積極的に活用してまいりました。 

さらに、事業再生支援ファンド等を有効に活用し、被災地域で事業再生に取り組

む事業者の支援を行ってまいりました。 

  ■主な外部機関の活用実績                                   （単位：件） 

外部機関名 実績 

岩手県中小企業再生支援協議会（相談実績） 24 

岩手産業復興機構 23 

㈱東日本大震災事業者再生支援機構 46 

（独）中小企業基盤整備機構（震災復興支援アドバイザー制度） 4 

信金キャピタル㈱ 復興支援ファンド「しんきんの絆」 4 

(公財)日本中小企業福祉事業財団 2 

ＮＰＯ法人プラネットファイナンスジャパン「陸中復興トモダチ基金」 57 

 新規創業助成 17 

再雇用助成 14 

利子補給型融資 26 

※平成 28年 3月末までの累計 

（５）決算の概要 

前経営強化計画期間中における決算の概要は、以下のとおりです。 

イ．主要勘定（末残） 

(ｲ) 預金積金 

預金積金残高（平成 28 年 3 月末）は、法人預金および公金預金が大幅に増加

していること等から、震災直後の平成 23 年 3 月末に比べて 135 億円増加の 727

億円となりました。 

 

(ﾛ) 貸出金 

貸出金残高（平成 28 年 3 月末）は、地域の復旧・復興に向けた資金ニーズ等

に積極的に応需したことから、震災直後の平成 23 年 3 月末に比べて 7 億円増加

の 314億円となりました。 

なお、中小企業向け貸出は、震災復興関連需要に加えて、事業再開に伴う通常

運転資金に対しても積極的に対応したものの、岩手産業復興機構や㈱東日本大震

災事業者再生支援機構を活用した債権売却による事業再生支援を行ったこと等

から、平成 23年 3月末に比べて 8億円減少の 174億円となりました。 

 

(ﾊ) 有価証券 

有価証券残高（平成 28 年 3 月末）は、震災以降、預金積金の増加に伴い、地
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方債や政府保証債等の安全性および流動性の高い運用資産を中心に増加させた

ことから、震災直後の平成 23年 3月末に比べて 71億円増加の 170 億円となりま

した。 

 

■預貸金等の推移                    （単位：百万円） 

 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3 期 28/3期 

預金積金 59,167 67,456 72,041 74,708 74,196 72,720 

貸出金 30,650 30,084 31,139 29,712 30,220 31,436 

 中小企業向け 18,281 17,929 20,122 17,769 17,181 17,472 

有価証券 9,990 17,593 17,451 18,474 18,016 17,093 

 

ロ．損益等 

震災直後の平成 23年 3月期および平成 24年 3月期決算においては、主として

被災債権に対する引当金の増加に伴い、大幅な赤字を計上いたしましたが、平成

25年 3月期以降は安定的に黒字を確保するとともに、内部留保の蓄積に努めまし

た。この結果、平成 28年 3月末の自己資本比率は 38.57％と高い水準を維持して

おります。 

 

■損益等の推移                    （単位：百万円、％） 

 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3 期 28/3期 

業務純益 192 ▲4 416 437 353 268 

コア業務純益 138 109 335 317 287 245 

臨時損益 ▲281 ▲1,322 95 167 191 138 

 不良債権処理額 247 1,293 ▲101 ▲109 ▲96 ▲53 

経常利益 ▲90 ▲1,327 510 604 544 406 

特別損益 8 198 ▲14 ▲72 ▲48 ▲18 

当期純利益 ▲84 ▲1,130 495 526 490 383 

自己資本比率（注） 7.08 39.87 35.46 36.76 38.50 38.57 

（注）平成 26年 3月末以降の自己資本比率は、新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）に

より算出しております。 
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２．経営強化計画の実施期間 

当金庫は、法附則第 11条第 4項の規定により読み替えて適用される同法第 33条第

1項にもとづき、平成 28年 4月から平成 33年 3月までの 5年間を実施期間とする経

営強化計画を実施いたします。 

なお、今後経営強化計画に記載された事項について重要な変化が生じた場合、また

は生じることが予想される場合には、遅滞なく信金中央金庫を通じて金融庁に報告い

たします。 

 

 

 

３．経営指導契約の内容 

当金庫は、法附則第 11 条第 1 項第 2 号にもとづき、平成 24 年 2 月 20 日に以下の

とおり経営指導契約を信金中央金庫と締結しております。 

（１）契約期間 

経営指導契約の契約期間は、契約締結日から法附則第 16 条第 3 項にもとづく経

営が改善した旨の認定または法附則第 17 条第 2 項にもとづく事業再構築に伴う資

本整理を可とする旨の認定のいずれかを申請する日までとすることとしておりま

す。 

（２）指導および助言 

当金庫は、経営指導契約にもとづき、信金中央金庫から、当金庫の被災債権の管

理および回収に関する指導、その他当金庫の業務の改善のために必要な指導および

助言を受け、当該指導および助言にもとづき適切に業務を実施することとしており

ます。 

（３）報告の提出 

当金庫は、経営指導契約にもとづき、信金中央金庫に対して、経営強化計画の実

施状況および自らの業務、財産の状況に関する報告を、定期的に、または信金中央

金庫からの求めに応じて、以下のとおり行います。なお、当金庫の経営に重大な影

響を及ぼす事項が生じるおそれのあるときは、速やかに報告を行うこととしており

ます。 

・特定震災特例経営強化計画履行状況報告（3月末基準、9月末基準） 

・被災債権の管理および回収等に係る報告（3月末基準、9月末基準） 
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・各期末における財務諸表等（3月末基準、9月末基準） 

・その他業務および財産の状況に係る報告（随時） 

（４）モニタリング 

当金庫は、経営指導契約にもとづき、経営強化計画の実施状況等に関して、信金

中央金庫が実施するモニタリングを定期的に、または随時受けるとともに、必要な

指導および助言を受けることとしております。 

なお、当該モニタリングは、定期的に経営状況等に係る資料を提出するオフサイ

ト・モニタリングと、定期的に、または随時行われるヒアリングおよび被災債権に

係る状況等を確認するための貸出金実地調査のオンサイト・モニタリングにより構

成され、当金庫は、当該モニタリングに協力してまいります。 

 

 

 

４．損害担保契約の内容 

法附則第 17 条第 2 項にもとづく事業再構築に伴う資本整理を可とする旨の認定を

受けた特別対象協同組織金融機関等は、被災債権の譲渡その他の処分について損害担

保契約を締結した場合、法附則第 19 条第 1 項において、当該契約の履行により生ず

る損失の一部を補填するための契約を締結することを、預金保険機構に対し申し込む

ことができるとされておりますが、当金庫は、現時点においては、被災債権の譲渡そ

の他の処分にあたりまして、損害担保契約の締結を想定しておりません。 

また、将来、締結の必要が生じるような状況となった場合には、被災債権の譲渡そ

の他の処分の必要性や費用、契約内容等を慎重に検討し、関係機関等とも協議のうえ、

対応してまいります。 

 

 

 

５．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の当金庫が

主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方

策 

（１）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の当金庫が主として業務を行

っている地域における経済の活性化に資するための方針 

イ．地域経済等の現状 

岩手県の経済情勢は、津波により甚大な被害を受けた沿岸地域の影響もあり、



12 

震災直後には各種指標が大幅に悪化し、その後、回復傾向にあるものの、未だ一

部の指標を除き、震災前の水準までは回復していない状況にあります。 

民営事業所数は、平成 21 年に 66,009 事業所ありましたが、震災後の平成 24

年には 59,537 事業所まで減少し、平成 26 年には事業再開等により 60,543 事業

所まで増加したものの、その水準は震災前の 91.7％に留まっております。 

特に、当金庫の主な営業エリアである岩手県沿岸広域振興圏の民営事業所数は、

平成 26年 7月 1日現在、9,395事業所（平成 21年比▲21.6％）となっております。 

また、業種別にみますと、「卸売業・小売業」の減少数（同比▲1,020 事業所）

が最も多く、圏内の民営事業所における従業者数の主な減少要因となっており、

今後、事業再開の促進に係る取組みが、地域経済の発展・成長に向けた大きな課

題となっております。 

製造業については、平成 22 年の製造品出荷額等が 2.0 兆円でしたが、平成 23

年には 1.9 兆円にまで減少しました。しかしながら、「岩手県中小企業等復旧・

復興補助事業（グループ補助金）」等の補助金制度を活用した工場の新増設が増

加したこと等により、平成 26 年には製造品出荷額等が 2.2 兆円まで増加してお

り、その水準は震災前の 107.9％となっております。 

また、水産業については、被災した県内全ての産地魚市場が再開し、平成 28年

2月末現在、漁協等が有する共同利用施設の目標整備施設数 199箇所に対し、竣工

施設数 142 箇所（進捗率 71.3％）、養殖施設の目標整備施設数 17,480 台に対し、

実績数 17,420台（同 99.6％）となっており、基盤復興に向けた取組みは着実に進

展しております。しかしながら、平成 26 年の海面漁業・養殖業生産額は平成 22

年比 92.8％となっており、震災前の水準までには回復していない状況にあります。 

 

■海面漁業・養殖業生産額 （単位：百万円） 

 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 

海面漁業 28,721 21,708 24,050 26,535 30,290 

養殖業 9,775 1,101 4,848 4,827 5,436 

合 計 38,496 22,809 28,898 31,362 35,726 

出所：岩手県 公表資料 
 

さらに、有効求人倍率については、平成 22年平均で 0.45倍となっておりまし

たが、震災後による人口減少に加え、復興関連事業に係る求人が増加したため、

平成 26年平均で 1.10倍まで上昇しております。 

有効求人倍率は、高水準となっておりますが、その内訳をみると、事務的職業

が就職難となっている一方、飲食・接客等のサービス業や建築・土木・測量技術

者、医師・看護師等の専門的な技術を必要とする職業において人手不足が顕著に

なる等、職業により偏りが生じている状況にあります。 
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平成 28 年 3 月 1 日現在の当金庫営業エリアにおける人口および世帯数につい

て、人口は震災前と比較して、宮古市をはじめ全市町村で減少しており、岩手県

全体でも 5万人減少している状況にあります。 

一方、世帯数については、普代村を除く市町村で減少しておりますが、岩手県

全体では内陸部を中心に 14千世帯増加しております。 

 

■当金庫営業エリアにおける人口・世帯数の推移 （単位：人、世帯） 

 

 

人口 世帯数 

平成 23年

3 月 1日

現在 

平成 28年

3月 1日

現在 

 平成 23年

3月 1日

現在 

平成 28年

3月 1日

現在 

 

増減 増減 

宮古市 59,229 56,357 ▲2,872 24,332 24,246 ▲86 

山田町 18,506 15,738 ▲2,768 7,182 6,711 ▲471 

岩泉町 10,708 9,791 ▲917 4,710 4,586 ▲124 

田野畑村 3,838 3,441 ▲397 1,452 1,437 ▲15 

普代村 3,065 2,789 ▲276 1,121 1,158 ＋37 

釜石市 39,399 36,624 ▲2,775 17,561 16,928 ▲633 

大槌町 15,222 11,676 ▲3,546 6,348 5,413 ▲935 

岩手県 1,326,643 1,275,837 ▲50,806 506,048 520,779 ＋14,731 

出所：岩手県 公表資料 

 

ロ．被災地域における東日本大震災からの復旧・復興の進捗状況 

岩手県における被害状況は、当金庫の主たる事業区域を含む沿岸地区を中心に

甚大な被害を受けており、地震および津波による人的被害（平成 28年 2月 29日

現在）は死者（含む関連死）5,131人、行方不明者 1,124 人にのぼり、多くの尊

い人命を失うとともに、家屋倒壊数（同）は 26,168 棟となりました。また、産

業被害額（平成 23年 11月 25日現在）は水産業・漁港 5,649億円、商工業 1,335

億円等の合計で 8,294億円にのぼり、公共土木施設被害額（平成 23年 7月 25日

現在）は河川・海岸・道路等施設 1,723億円、港湾関係施設 445億円等合計 2,573

億円となる等、壊滅的な打撃を受けました。 

当金庫の店舗所在地である宮古市、山田町および釜石市においては、浸水地域

に所在した事業所数（平成 21 年７月 1 日現在）が 4,199 事業所にのぼるととも

に、平成 28年 2月 29日現在、死者（含む関連死）2,154人、行方不明者 394人、

家屋倒壊数 10,921 棟にのぼる等、甚大な被害を受けました。 

震災から 5年目を迎え、災害公営住宅等の建築が本格化するとともに、平成 26

年 4月には三陸鉄道が全線で運行を再開しました。また、三陸沿岸の縦貫軸およ

び内陸と沿岸部を結ぶ高規格幹線道路等である「復興道路」、内陸部と沿岸部の
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各都市を結ぶ横断軸等の「復興支援道路」および沿岸部の防災拠点等へアクセス

する「復興関連道路」の整備が進んでおり、復興へ向けた物流や人的交流の促進

が期待される等、基盤復興に向けた取組みは着実に進展しております。 

 

 ■復興道路の事業中箇所の供用延長 

路線名 

事業化延長 

[計画延長] 

(km) 

供用中 供用中＋工事中 

延長(km) 率(%)※ 延長(km) 率(%)※ 

三陸沿岸道路 

【復興道路】 
213 [213] 65 31% 213 100% 

東北横断自動車道

釜石秋田線 

【復興支援道路】 

80 [ 80] 63 79% 80 100% 

宮古盛岡横断道路 

【復興支援道路】 
66 [100] 11 17% 66 100% 

合 計 359 [393] 139 39% 359 100% 

出所：岩手県 公表資料（平成 28年 3 月 12日現在） 

※ 率（％）は、事業化延長に対する割合 

 

 ■震災後の供用開始路線 

年月日 路線（区間） 延長 

平成 24年 11月 25日 東北横断自動車道 釜石秋田線（宮守～東和） 23.7km 

平成 25年  3月 10日 宮古盛岡横断道路（梁川道路） 6.7km 

3月 23日 三陸沿岸道路（宮古道路（宮古中央インター線）） 0.6km 

10月 13日 三陸沿岸道路（普代道路） 4.2km 

平成 26年  3月  2日 三陸沿岸道路（尾肝要道路） 4.5km 

3月 23日 三陸沿岸道路（高田道路（通岡～陸前高田）） 4.1km 

平成 27年 11月 29日 三陸沿岸道路（吉浜道路） 3.6km 

12月  5日 東北横断自動車道 釜石秋田線（遠野～宮守） 9.0km 

平成 28年 3月 12日 宮古盛岡横断道路（都南川目道路（川目～田の沢）） 2.6km 

出所：岩手県 公表資料（平成 28年 3 月 12日現在） 

 

しかしながら、応急仮設住宅等入居者数は、平成 23 年 10 月の 43,738 人をピ

ークとして減少傾向にあるものの、平成 28年 3月末現在 20,410人（ピーク時に

対する割合 46％）となっており、今もなお多くの方々が応急仮設住宅等での生活

を余儀なくされている状態が続いております。 

また、多くの被災者が仮設住宅や賃貸住宅等に入居している中、被災者等の生

活再建に向けた住宅の再建や復興公営住宅等の整備が現在進められております

が、建設業を中心とする人手不足の深刻化や資材の高騰により、進捗の遅れが懸
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念される状況となっております。平成 28 年 3 月末現在、県内での持ち家による

住宅再建に対する補助金支給世帯数は目標 9,518世帯に対し、実績数が 5,875世

帯（進捗率 62％）、災害公営住宅等の整備戸数は、計画戸数 5,771 戸に対し、完

成戸数が 2,748戸（同 48％）となっております。 

さらに、まちづくり（面整備）事業については、地区ベースでは 157地区のう

ち、152地区（着手割合 97％）が着工しているものの、完成地区数は 81地区（完

成割合 52％）、区画ベースでは、8,012 区画全てで工事が着工しているものの、

完成区画数は 2,127区画（完成割合 27％）に留まっております。 

 

■応急仮設住宅およびみなし仮設住宅の被災者の状況 （単位：戸、人） 

 応急仮設住宅 みなし仮設住宅 応急仮設等合計 

戸数 人数 戸数 人数 戸数 人数 

釜石市 1,819 3,646 413 1,391 2,232 5,037 

大槌町 1,302 2,652 43 117 1,345 2,769 

山田町 1,419 2,879 111 323 1,530 3,202 

宮古市 659 1,335 207 512 866 1,847 

岩泉町 21 34 5 9 26 43 

田野畑村 2 3 0 0 2 3 

普代村 0 0 1 2 1 2 

沿岸計 7,221 15,236 1,108 3,170 8,329 18,406 

内陸計 57 113 630 1,317 687 1,430 

県内計 7,278 15,349 1,738 4,487 9,016 19,836 
 出所：岩手県 公表資料（平成 28年 4 月 30日現在） 

 

■まちづくり（面整備）事業の実施状況 

 都市再生区画 

整備事業 

防災集団移転

促進事業 

津波復興拠点

整備事業 

漁業集落防災

機能強化事業 
合 計 

地区数 区画数 地区数 区画数 地区数 区画数 地区数 区画数 地区数 区画数 

事業対象 
7市町村 7市町村 6市町 11市町村 12市町村 

18 5,343 88 2,205 10  41 464 157 8,012 

工事着手 18 5,343 88 2,205 9  37 464 152 8,012 

工事完了 12 

713 

67 

1,178 

－  23 

236 

102 

2,127  全部完了 － 59 － 22 81 

一部完了 12 8 － 1 21 

工事着手割合 100% 100% 100% 100% 90%  90% 100% 97% 100% 

完了割合 0% 13% 67% 53% 0%  54% 51% 52% 27% 

 出所：岩手県 公表資料（平成 28年 2 月 29日現在） 
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ハ．当金庫の基本的な取組姿勢 

当金庫は、創業以来「地域社会の発展と豊かな暮らしづくりに貢献する」を経

営理念として掲げ、地域経済の成長・発展とともに歩んでまいりました。この経

営理念を成し遂げるための経営方針には、「国民大衆並びに中小企業者の地域金

融機関としての使命に徹し、貯蓄の増強に努め、円滑なる金融を通じて地域経済

の育成発展と生活の安定向上に貢献する」と定め、地域に根ざした事業活動を展

開することで、健全経営に努めてまいりました。 

当金庫は、この経営理念および経営方針にもとづき、今後も引き続き、信用金

庫の独自性や特性を活かしながら、お客様および地域の成長・発展等に資する取

組みを積極的に推進していくことにより、当金庫の存在意義をさらに高めて、地

域社会において必要とされる金融機関であり続けることを目指してまいります。 

具体的には、お客様に対する円滑かつ安定的な資金供給に加えて、お客様のニ

ーズにあわせた金融商品・金融サービスの提供を行うとともに、地方公共団体や

商工会議所、大学、ＮＰＯ法人等の地域関係者との連携を図りながら、地域の復

興・創生および地域経済の活性化に向けた取組みを推進してまいります。 

特に、被災したお客様への支援については、お客様と一緒になって考え、課題

を解決していく課題解決型金融を実践し、全役職員をあげて地域の復興・創生お

よび地域経済の活性化に全力で取り組んでまいります。 

なお、地域の復興・創生にあたっては、解決すべき課題が多岐にわたるため、

当金庫単独では十分な対応が困難なケースも想定されます。当金庫単独での対応

が困難な課題については、中小企業再生支援協議会や信用保証協会等の外部機関

および税理士や弁護士等の外部専門家との連携を図るとともに、信金中央金庫を

はじめとする信用金庫業界の協力を得て、解決に向けて取り組んでまいります。 

 

（２）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

イ．中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制の整備のための方策 

当金庫は、創業以来、経営理念および基本方針にもとづき、中小規模の事業者

（以下「事業者」という。）に対する円滑な資金供給および貸付条件の変更等に

対応し、事業者の成長・発展を支援するとともに、地域経済の活性化に向けた取

組みを積極的に推進しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、各種ご相談等へのきめ細かな

対応や事業者が抱える経営課題等解決に向けた適切な指導・助言等を行うため、

営業店および本部関係各部が連携するとともに、必要に応じて外部機関等との連

携を図る等、事業者に対する円滑な信用供与を実施するための態勢が整備できた

ものと評価しております。今後も引き続き、地域金融機関としての役割を果たし、
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金融仲介機能を十分に発揮していくため、以下の取組みをさらに強化してまいり

ます。 

(ｲ) コンサルティング機能・相談機能の発揮 

当金庫は、信用金庫の強みである face to face による日々の営業活動等を通

じて、お客様とのコミュニケーションを図り、お客様との良好な関係構築・強化

に努めるとともに、きめ細かな対応に取り組んでおります。 

具体的には、事業者の様々なライフステージ（創業・新事業開拓、成長段階、

経営改善、事業再生、債務整理および事業承継）に応じて、事業者が抱える経営

課題やニーズ等を的確に把握するとともに、営業店と関係本部または外部機関等

が連携を図りながら、適切な指導・助言および経営課題等解決のための最適な施

策等の提案を行い、事業者の成長・発展等を積極的に支援しております。 

特に、震災後は、営業休止を余儀なくされた店舗のお客様や遠隔地に避難され

たお客様からの融資等の相談等に対応するため、平成 23年 12月、業務部業務推

進課（現営業推進部業務推進課）内に「電話相談窓口」を設置し、迅速かつ適切

な対応に努めてまいりました。 

また、当金庫は、平成 26年 10月、お客様からの融資や資産運用等の各種相談

等に対応するため、駅前支店 2階に「みやしん駅前相談プラザ」を開設（受付時

間は午前 9時から午後 5時まで）しており、きめ細かい相談体制を整備しており

ます。なお、平成 27 年 4 月からは週一回、受付時間を午後 7 時まで延長してお

ります。平成 27 年 3 月からは、本店において月一回休日に住宅ローン相談会を

開催しているほか、駅前相談プラザにおいては同年 4月から休日相談を月一回実

施しております。 

さらに、当金庫は、営業店と融資部経営支援課が連携し、経営改善や事業再生

等が必要と判断したお取引先に対して、定期的な営業活動等を通じて的確な実態

把握に努めるとともに、必要に応じて外部機関や外部専門家との連携も図りなが

ら、適切な指導・助言および経営課題等解決のための最適な施策の提案を行う等、

お取引先の経営改善や事業再生等に向けた取組みを最大限支援する体制を構築

しております。 

 

(ﾛ) 審査管理態勢の強化 

当金庫は、「クレジットポリシー」、「金融円滑化基本方針」、「金融円滑化管理

方針」および各種与信関連規程・要領等を定め、融資取引を行うにあたって当金

庫役職員が遵守すべき基本的事項、金融円滑化に関する基本方針、新規融資や貸

付条件の変更等の相談・申込みへの対応および審査・管理体制等、事業者に対す

る信用供与の実施体制を整備しております。 

また、当金庫は、担保または保証に過度に依存することなく、事業者の事業内
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容、技術力、販売力、成長性および経営者の資質等を適切に評価する事業性評価

を重視した融資姿勢で取り組んでおります。 

なお、震災直後には、事業者の実情を踏まえ、当金庫は、返済猶予や返済条件

等の変更等に柔軟に対応するとともに、事業再開意欲のある事業者に対しては、

担保・保証人や返済期限の緩和等、融資条件の弾力的な取扱いを実施しました。 

(ﾊ) 外部機関等の活用による対応 

当金庫は、信用保証協会保証による制度融資を積極的に活用することにより、

事業者に対する円滑な資金供給に努めております。 

また、（公財）日本財団と連携した利子補給型融資商品や信用補完制度を活用

するとともに、信金中央金庫と信金中央金庫の子会社である信金キャピタル㈱と

の共同出資による中小企業向け復興支援ファンド「しんきんの絆」を活用した資

本性資金の供給による支援を行っております。 

なお、同社が運営する中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド「しんきん

の翼」の活用についても検討しております。 

さらに、事業者に対する経営改善および事業再生支援等にあたっては、中小企

業再生支援協議会、産業復興機構および（独）中小企業基盤整備機構等の外部機

関や税理士等の外部専門家との連携強化に努めており、外部機関等の専門的な知

見、ノウハウおよび機能を積極的に活用しております。 

なお、当金庫は、事業再生等に豊富な支援実績を有する㈱地域経済活性化支援

機構の活用についても、今後、必要に応じて検討してまいります。 

 

(ﾆ) コンサルティング機能等を発揮できる人材の育成 

当金庫は、コンサルティング機能の発揮や目利き力の強化に向けた人材の育成

を図るため、外部機関が主催する研修やセミナー等に積極的に職員を派遣すると

ともに、経営改善・事業再生等をテーマとした庫内研修、庫内トレーニー制度の

実施、営業店におけるＯＪＴの推進、融資部等による営業店への臨店指導および

ファイナンシャルプランナー等の各種公的資格の取得を奨励しております。 

 

ロ．中小規模の事業者に対する信用供与の実施状況を検証するための体制 

当金庫は、事業者に対する信用供与の実施状況や各種施策等の対応状況につい

て、金融円滑化の取組みを主管する融資部が各営業店における実績等を取りまと

め、定期的に常務会に報告しております。 

また、常務会では、営業店等における対応状況をモニタリングするとともに、

施策の取組みが十分でないと認められる場合には、担当部門に対して、要因分析

および具体的な対応策の検討・企画立案を指示する等、実効性を確保するための

態勢を整備しております。 
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なお、中小企業等金融円滑化の取組みに関する事項については、年 2回、理事

会に報告するとともに、実施状況をホームページ上に開示しております。 

また、経営強化計画に掲げた各種施策等の取組みについても、定期的に部室店

長会議、常務会および理事会において進捗状況の管理を徹底しており、施策の取

組みが十分でないと認められる場合には、担当部門に対して、要因分析および具

体的な対応策の検討・企画立案を指示しております。 

さらに、当金庫は、平成 24 年 2 月に信金中央金庫との間で締結した経営指導

契約にもとづき、経営強化計画の実施状況や当金庫の財務の状況等を信金中央金

庫に報告するとともに、被災債権の管理・回収をはじめ経営強化計画に掲げる各

種施策の取組状況について指導・助言および検証を受ける態勢となっております。 

ハ．担保または保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需

要に対応した信用供与の条件または方法の充実のための方策 

担保または保証に過度に依存しない融資の促進および事業者の需要に対応し

た信用供与については、これまでも地域密着型金融を推進するなかで、無担保・

無保証ローンの取扱いおよび信用保証協会保証付融資の活用等による資金供給

を行ってきましたが、震災の影響による甚大な被害を受け、動産・不動産が滅失

または毀損している実情を踏まえ、さらなる取組みの強化を図る必要があると認

識し、積極的に対応しております。 

当金庫は、今後も引き続き、お客様のニーズ等を踏まえた商品開発・提供の検

討および商品性の見直し等を図るとともに、事業者の財務内容や担保または保証

に必要以上に依存することなく、継続的な営業活動・経営相談等を通じて、事業

者の事業内容や将来の成長可能性等を適切に評価する事業性評価にもとづく融

資を促進してまいります。 

また、当金庫は、お客様の資金調達の多様化を図るため、信用保証協会が提供

する流動資産担保融資保証制度（ＡＢＬ保証）を活用し、冷蔵製品等の動産を担

保とした融資の取扱いを行っており、平成 28年 3月末までの累計で 3件 83百万

円の取扱実績があります。 

さらに、当金庫は、平成 25年 12月に公表された「経営者保証に関するガイド

ライン」（以下「ガイドライン」という。）の概要や金融機関における対応等に係

る職員向け説明会を実施する等、ガイドラインの趣旨等について周知徹底に努め

ております。 

当金庫は、今後も引き続き、ガイドラインを遵守し、経営者保証に依存しない

融資を促進するとともに、保証契約を締結する場合には、保証契約の必要性の説

明および適切な保証金額の設定等の対応を行ってまいります。 
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（３）被災者への信用供与の状況および被災者への支援をはじめとする被災地域におけ

る東日本大震災からの復興に資する方策 

イ．被災者への信用供与の状況 

(ｲ) 被災状況の把握・確認 

当金庫は、震災直後から、お客様の安否等を確認しておりましたが、平成 23

年 9 月から同年 10 月にかけて、当金庫と与信取引があるお取引先の被災状況を

把握・確認するため、震災以降の延滞発生先や条件緩和対応先のほか、事業性ロ

ーン取引（与信残高 10 百万円以上）がある事業者および住宅ローン取引がある

個人のお客様を対象に、個別訪問による直接面談または電話連絡等を行い、建

物・設備、住居等の損壊など直接的な被害に加え、販路喪失や風評被害等による

売上げの減少および給与所得の減少など間接的な被害の状況についても聴き取

り調査を行いました。 

この与信先を対象とした調査の結果、震災の影響により直接的または間接的に

何らかの被害を受けた先は、当金庫総与信先の 10％を占める 456先、総与信額の

39％を占める 122 億円にのぼることが判明しました。 

当金庫は、震災以降も定期的な訪問活動等を通じて、被災者の状況把握に努め

ており、営業再開、事業再生および生活再建等に伴う被災者への信用供与等、必

要な支援を積極的に行うとともに、適切な指導・助言および最適な施策の提案等、

コンサルティング機能を十分に発揮しております。 

当金庫は、今後も引き続き、被災者の良き相談相手として、要望事項やニーズ

を的確に把握・理解するとともに、地域経済の活性化および復興促進の原動力と

なる被災事業者等が真に成長・発展できるよう最大限支援してまいります。 

 

(ﾛ) 被災者への信用供与の実績 

当金庫は、震災の影響による甚大な被害状況を踏まえ、融資の返済等に支障を

きたしている被災者から相談を受けた場合には、約定弁済の一時停止や貸付条件

の変更等、柔軟に対応してまいりました。 

なお、相談窓口の設置や被災者の方々を個別に訪問して、融資等の相談にきめ

細かに対応した結果、貸付条件の変更契約締結実績は、平成 28 年 3 月末までの

累計で 211 先、8,306 百万円（うち事業性ローン 138 先、7,689 百万円、住宅ロ

ーン等 73先、615百万円）となっており、個々の被災者の実情にあわせて返済負

担の軽減等に努めております。 

また、信用保証協会保証付制度融資の活用や被災者向けのプロパー融資商品等

の取扱いを新たに開始する等、被災者に対する円滑かつ積極的な資金供給に努め

た結果、被災者向け新規融資実績は、平成 28 年 3 月末現在までの累計で 1,430

先、17,880百万円となっております。 
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当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、被災者への積極的かつ適切な

信用供与の実施を通じ、地域の復旧・復興に一定の貢献ができたものと評価して

おります。今後も引き続き、被災者への円滑な資金供給等に努めるとともに、適

切な指導・助言および最適な施策の提案等を行う支援態勢をさらに強化し、地域

の復興・創生および地域経済の活性化に向けた取組みを推進することにより、地

域金融機関としての社会的使命を果たしてまいります。 

 

ロ．被災者への支援をはじめとする被災地域における東日本大震災からの復興に資

する方策 

(ｲ) 地域の復興に向けた支援態勢等の強化 

a．相談機能・顧客支援機能に係る体制の強化 

当金庫は、平成 23 年 12 月、業務部業務推進課（現営業推進部業務推進課）

内に「電話相談窓口」を設置するとともに、パンフレット等により相談対応の

周知に努め、営業休止を余儀なくされた店舗のお客様や遠隔地に避難されたお

客様からの各種ご相談・お問い合わせのほか、預金の払出しや貸付条件の変更

等に積極的に対応してまいりました。また、当金庫は、平成 26 年 10月、お客

様からの融資や資産運用等の各種相談等に対応するため、駅前支店 2階に「み

やしん駅前相談プラザ」を開設（受付時間は午前 9時から午後 5時まで）して

おり、きめ細かい相談体制を整備しております。なお、平成 27 年 4 月からは

週一回、受付時間を午後 7 時まで延長しております。平成 27 年 3 月からは、

本店において月一回休日に住宅ローン相談会を開催しているほか、駅前相談プ

ラザにおいては同年 4月から休日相談を月一回実施する等、お客様の利便性向

上に努めております。 

さらに、当金庫は、営業店と融資部経営支援課が連携し、経営改善や事業再

生等が必要と判断したお取引先に対して、定期的な営業活動等を通じて的確な

実態把握に努めるとともに、必要に応じて外部機関や外部専門家との連携も図

りながら、適切な指導・助言および経営課題等解決のための最適な施策の提案

を行う等、お取引先の経営改善や事業再生等に向けた取組みを最大限支援する

体制を構築しております。 

このような本部と営業店が一体となった相談受付体制により、本部「電話相

談窓口」および営業店において、震災以降平成 28 年 3 月末までに累計 6,329

件の融資に関する相談、1,227 件の相続手続き、6,536 件の通帳・証書再発行

等の手続きを行っております。 

このほか、お客様のニーズの把握や潜在的なニーズの発掘および課題解決に

向けた提案を強化するため、営業日誌を活用した本部営業店間の情報共有およ

び本部による営業店支援・指導を強化してまいります。 
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当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、駅前相談プラザ等の新設に

より、復興支援や被災者からの各種ご相談にきめ細かに対応できる体制を構築

できたものと評価しております。復興・創生の進捗に応じてお客様の変化して

いる状況を踏まえ、今後も引き続き、お客様からのご相談・ご要望事項等に適

切かつ迅速に対応し、幅広い金融商品・金融サービスを提供できる体制を維

持・強化するとともに、必要に応じて外部機関等の専門的な知見、ノウハウお

よび機能を積極的に活用し、お客様の経営改善、事業再生および生活再建等の

取組みを積極的に支援してまいります。 

 

b．営業店体制の再構築 

当金庫においても、震災による甚大な被害を受け、震災直後には全 9 店舗中

7店舗が営業休止を余儀なくされましたが、被害が軽微であった 3店舗について

は、地域でいち早く営業を再開したほか、建物が全壊した鍬ヶ崎支店および田

老支店においても職員を本店へ配置したうえ、本店内の店舗内店舗として再開

し、7店舗での通常営業を行いました。 

また、平成 23 年 8 月から「グリーンピア三陸みやこ」敷地内に設置した田

老支店の仮設事務所では、引き続きお客様からのご相談に対応しており、被災

地における金融サービスの維持に努めております。 

さらに、平成 26年 10月には、渉外担当者の増員・集約により営業体制を強

化し、お客様との面談機会を従来以上に増やすとともに、顧客サービスの向上

を図るため、鍬ヶ崎支店および河南支店を本店に、みなみ支店を駅前支店にそ

れぞれ統合しております。 

なお、仮店舗で営業している山田支店については、山田町の復興計画に併せ

て、平成 29 年度を目途に新築移転を予定しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、震災により休止していた営

業店を順次再開し、被災したお客様の利便性向上等に貢献できたものと評価し

ております。今後も引き続き、地域の復興・創生を果たすうえで、お客様との

重要な接点のひとつである営業店の体制を再構築するとともに、地域密着型金

融を推進するため、信用金庫の強みである face to face による日々の営業活

動等を通じて、個々のお客様に応じたきめ細かな対応を図ってまいります。 
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■当金庫の店舗配置(平成 28年 3月末現在) 

 

 

c．コンサルティング機能等を発揮できる人材の育成 

当金庫は、地域の復興・創生を果たすためには、地域やお客様が抱える課題

を的確に認識し、適切な方法等により解決できる人材を育成することが必要で

あると考えております。 

具体的には、お客様の経営改善、事業再生および生活再建等の取組みを支援

することができるコンサルティング機能の発揮や目利き力の向上に向けた人材

の育成を図るため、外部機関が主催する研修やセミナー等に積極的に職員を派

遣するとともに、経営改善・事業再生等をテーマとした庫内研修、庫内トレー

ニー制度の実施、営業店におけるＯＪＴの推進、融資部等による営業店への臨

店指導およびファイナンシャルプランナー等の各種公的資格の取得を奨励して

おります。 

また、お客様のニーズのきめ細かな把握、潜在的なニーズの発掘および課題

解決に向けた提案のスキルを高めるため、渉外担当者向けのロールプレイング

研修を実施してまいります。 

当金庫は、今後も引き続き、外部研修等への積極的な職員派遣および継続的な

研修実施等による職員の能力向上に努め、コンサルティング機能を発揮等する

 田老支店（グリーンピア三陸みやこ内） 
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ために必要な専門的なスキル・ノウハウを持った人材を育成、強化してまいり

ます。 

 

(ﾛ) 地域の復興に向けた取組みの推進 

a．復興支援関連融資商品等の提供・推進 

当金庫は、震災直後から、プロパー融資商品の拡充を図るとともに、信用保

証協会の制度融資等、外部機関とも連携を図りながら、事業性ローン、住宅ロ

ーンおよび消費者ローン等のお客様のニーズに応じた融資商品を提供し、地域

の復旧・復興に向けた資金需要に積極的に対応してまいりました。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、復興支援関連融資商品等の

提供により、お取引先の資金需要に積極的に対応し、地域の復旧・復興および

事業者の成長・育成に一定の貢献ができたものと評価しております。今後も引

き続き、復興・創生の各段階におけるお客様の多様な資金ニーズ等に適切に対

応するため、外部機関との連携も図りながら、既存商品の見直しや新商品の開

発・提供等、円滑な資金供給に努めてまいります。 

また、当金庫は、地域の復興・創生に向けて、（公財）日本財団と連携した利

子補給型融資商品や信用補完制度を活用するとともに、信金中央金庫と信金キ

ャピタル㈱との共同出資による中小企業向け復興支援ファンド「しんきんの絆」

を活用した資本性資金の供給による支援を行っております。 

なお、同社が運営する中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド「しんき

んの翼」の活用についても検討してまいります。 

さらに、被災者における住宅の自立再建が進捗することを踏まえ、（公財）日

本財団と連携した「民間住宅再建加速化支援パイロット事業」を立ち上げ、宮

古市内の建設事業者を支援しております。 

 

b．販路開拓・拡大等支援の取組み 

当金庫は、お取引先の新たな販路や仕入先の開拓・拡大および事業の拡大等

を支援するための取組みとして、信用金庫業界および信金中央金庫の全国ネッ

トワークを活用して開催されるビジネスフェアや個別商談会等への出展機会を

お取引先に紹介・提供しております。 

また、お取引先の取扱商品を掲載した地域応援カタログ「みやしん Nextとっ

ておきセット」の企画等による販売促進支援や㈱イプロスが運営する日本最大

の工業系製造業製品・技術データベースサイトへの登録による販路開拓支援等

に取り組んでおります。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、ビジネスフェア等への出展

機会の提供を通じ、お取引先の販路開拓・拡大に一定の効果を上げているもの

と評価しております。今後も引き続き、お取引先のビジネスチャンスの創出お
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よび地域経済の活性化への貢献が期待できるため、信用金庫業界のネットワー

ク等を活用したビジネスマッチング等による販路開拓・拡大等支援の取組みを

積極的に推進してまいります。 

 

c．創業・新事業開拓支援の取組み 

当金庫は、営業店と営業推進部および融資部が連携し、新規創業や新たな事

業分野の開拓を目指す事業者に対して、経営相談、指導・助言、セミナーの開

催および経営情報の提供等、事業者が抱える悩みや課題等を解決するための支

援の取組みを積極的に行っております。 

この取組みの実効性を高めるため、岩手県信用保証協会および商工会議所等

の外部機関との連携強化を図っており、外部機関の専門的な知見、ノウハウお

よび機能を積極的に活用しております。 

また、新規創業等を目指す事業者に対する資金供給手段として、岩手県の「い

わて起業家育成資金」を活用しており、東日本大震災以降、平成 28年 3月末現

在の取扱実績は、23件 177百万円となっております。 

さらに、平成 25 年 12 月より(公財)日本財団「わがまち基金」プロジェクト

として、新たな被災地支援制度を創設しており、被災地で新たな事業を開始す

る中小企業および個人事業主等を対象に、(一社)陸中みらい基金を通じて、利

子補給制度融資および借入債務の保証を行っております。 

加えて、当金庫は、信金中央金庫が中小企業のライフステージに応じたコン

サルティング機能の発揮が期待される信用金庫の取組みをサポートするため信

金キャピタル㈱との共同出資により設立した中小企業向け創業・育成＆成長支

援ファンド「しんきんの翼」を活用した支援を検討してまいります。当ファン

ドは、「創業・育成」や「成長（あるいは成長分野）」のステージにある信用金

庫取引先の中小企業に対して、資本または資本性資金を直接供給することを目

的として、平成 26年 6月より運営を開始しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、外部機関やファンドの活用

等を通じ、お取引先の創業・新事業開拓に一定の効果を上げているものと評価

しております。今後も引き続き、地域における雇用機会の創出および地域経済

の活性化への貢献が期待できるため、外部機関との連携・協力関係を構築し、

新規事業の立上げ時等に必要となる資金需要に積極的に対応する等、創業等に

対する支援機能を強化してまいります。 

 

d．経営改善支援の取組み 

当金庫は、営業店と融資部経営支援課が連携し、岩手産業復興機構および㈱

東日本大震災事業者再生支援機構等を活用した先や金融円滑化法にもとづく貸

付条件の変更先等、経営改善が必要であると判断したお取引先に対して、定期
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的な営業活動等を通じて経営実態を把握するとともに、経営改善に向けた継続

的な指導・助言等を行っております。 

また、経営改善支援先の業務・財務内容および経営課題等を的確かつ詳細に

分析したうえで、必要に応じて「経営改善計画」の策定を支援するとともに、

計画策定後については改善状況の進捗等を踏まえて、資金繰り支援や貸付条件

の変更等を実施する等、計画達成に向けたサポート活動を行っております。 

なお、当金庫は、「中小企業の海外における商品の需要の開拓の促進等のため

の中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律等の一部を改正する法律」に

もとづく経営革新等支援機関（中小企業が抱える経営課題に対して、事業計画

策定支援等の専門性の高い支援を行うため、税務、金融および企業の財務に関

する専門的知識を有し、これまで経営革新計画の策定等の業務について一定の

経験年数を持っている機関）として、平成 25年 2月、国の認定を受けておりま

す。 

また、中小企業再生支援協議会、産業復興機構、（独）中小企業基盤整備機構、

いわて企業支援ネットワーク、いわて中小企業支援プラットフォームおよび岩

手県よろず支援拠点等の外部機関や税理士等の外部専門家との連携強化を図っ

ており、外部機関等の専門的な知見、ノウハウおよび機能を積極的に活用して

おります。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、外部機関の活用による経営

改善計画の策定支援や定期的なモニタリングの実施等を通じ、お取引先の経営

改善に一定の効果を上げているものと評価しております。今後も引き続き、経

営改善支援先の的確な実態把握に努めるとともに、外部機関等との連携も図り

ながら、適切な指導・助言および経営課題等解決のための最適な施策の提案を

行う等、コンサルティング機能を十分に発揮してまいります。また、当金庫は、

このような活動を通じて、お取引先に自らの経営の目標や課題を正確かつ十分

に認識していただいて主体的な行動を促すとともに、支援先の経営改善および

成長に向けた取組みを最大限支援してまいります。 

 

e．事業再生支援の取組み 

当金庫は、中小企業再生支援協議会および産業復興機構等の外部機関の活用

や弁護士等の外部専門家との連携を図りながら、被災した事業者および個人の

お客様の再生・再建に向けた支援に取り組んでおります。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、外部機関やファンドの活用

等を通じ、お取引先の早期の事業再生・再建に一定の貢献ができたものと評価

しております。今後も引き続き、個々の被災者の実情を踏まえ、必要に応じて

以下の対応を行ってまいります。 
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(a) 中小企業再生支援協議会の活用 

当金庫は、被災した事業者の事業再生にあたり、中小企業再生支援協議会

と連携し、債権放棄や私的整理、会社分割などの処理手法も視野に入れなが

ら、実現可能性の高い抜本的な事業再生計画の策定支援を実施しております。 

平成 28年 3月末現在における活用・相談実績は、24件となっております。 

 

(b) ＤＤＳ等による金融支援 

当金庫は、お取引先の財務体質の改善を図ることにより、事業再生の実現

可能性が高いと判断できる場合、既存の借入金を資本性借入金（劣後ローン）

としてみなせるＤＤＳや株式に振り替えるＤＥＳによる金融支援が有効な

手段であると考えており、今後、これらの取扱いも検討してまいります。 

 

(c) 産業復興機構等の活用 

当金庫は、震災の影響により経営に支障が生じ収益力に比して過大な債務

を負っているものの、既往債権の買取り等により再生の可能性があると見込

まれる事業者については、岩手産業復興機構を活用しております。 

また、当金庫は、旧債務の整理または新事業開拓を通じて、事業の再生を

目指す事業者については、㈱東日本大震災事業者再生支援機構を活用してお

ります。 

なお、当金庫は、事業再生等に豊富な支援実績を有する㈱地域経済活性化

支援機構の活用についても、今後、必要に応じて検討してまいります。 

平成 28年 3月末現在における活用実績は、岩手産業復興機構 23件および

㈱東日本大震災事業者再生支援機構 46件となっております。 

 

(d) 事業再生支援ファンド等の活用 

当金庫は、被災地域で事業再生に取り組む事業者を支援することを目的と

して信金中央金庫が設立した復興支援ファンド「しんきんの絆」を活用した

支援を実施しており、平成 28年 3月末現在における活用実績は、4件となっ

ております。 

また、（公財）日本中小企業福祉事業財団（日本フルハップ）は、中小企

業経営者を対象に災害補償、災害防止および福利厚生等の事業を展開する公

益法人として、平成 24 年 3 月に「東北地区中小企業震災復興支援助成金制

度」を創設し、中小企業の再建や起業による雇用の創出と拡大を支援してお

ります。同制度を活用した平成 28年 3月末現在における実績は、2件となっ

ております。 

 

(e) 個人版私的整理ガイドラインにもとづく債務整理に係る対応 

平成 23 年 8 月から、個人債務者の自助努力による生活や事業の再建を支
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援するための指針「個人版私的整理ガイドライン」にもとづく債務整理の申

請が開始されておりますが、当金庫では、渉外担当者等の訪問等による説明、

全営業店にポスターの掲示やパンフレットの備置きおよび相談会の開催等

により、本ガイドラインの周知に努めるとともに、本ガイドラインにもとづ

く申出があった場合には、個人版私的整理ガイドライン運営委員会や弁護士

とも連携しながら、適切に対応しております。 

平成 28年 3月末現在、当金庫は、10件の申出を受け付け、10件全ての弁

済計画案に同意し、債務整理を円滑に実施しております。 

 

f．事業承継支援の取組み 

当金庫は、少子・高齢化の進行に伴い、経営者が悩みを抱える事業承継に関

する相談に対して、営業店および本部が一体となって対応するとともに、必要

に応じて外部機関との連携も図りながら、問題解決に向けた支援の取組みを積

極的に行っております。 

なお、Ｍ＆Ａによる事業承継支援については、当金庫、信金キャピタル㈱お

よび㈱日本Ｍ＆Ａセンターの 3者間において、平成 25年 11月、「Ｍ＆Ａ業務協

定」を締結しており、外部機関の専門的な知見、ノウハウおよび機能を有効に

活用しております。 

また、当金庫お取引先の次世代を担う若手経営者の顧客組織「みやしんNext」

を平成 25年 1月に立ち上げており、これまで税理士等の専門家による講演会・

セミナーを開催し、後継者の育成にも積極的に取り組んでおります。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、営業店および本部関係各部

との連携や外部機関の活用等を通じ、お取引先の事業承継に一定の貢献ができ

たものと評価しております。今後も引き続き、お取引先の事業承継に関する潜

在的なニーズの発掘に努めるとともに、適切な指導・助言および問題解決のた

めの最適な施策の提案を行う等、事業承継に対する支援機能を強化してまいり

ます。 

 

g．地方創生に向けた支援の取組み 

平成 26 年 12 月に政府が閣議決定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を受けて、各地方公共団体は独自に地域の特性・実情等を踏まえた「地方版総

合戦略」を策定することとなりました。 

当金庫は、地域金融機関に期待される役割を十分に発揮し、地方創生に向け

た取組みに積極的に関与するため、営業推進部地域支援課を主管部署として、

地方版総合戦略の策定および戦略に掲げる具体的な施策の円滑な実施等に係る

支援を行っております。 

また、平成 27年 7月より「宮古市まち・ひと・しごと創生総合戦略市民推進
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委員会」に参画し、定期的に協議を行う等、地方公共団体および地域関係者等

との連携を図り、地方創生に向けた取組みに積極的に関与しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、本市民推進委員会への参画

等を通じ、地域の復興・創生および地域経済の活性化に一定の貢献ができたも

のと評価しております。今後も引き続き、経営理念および基本方針にもとづき、

金融仲介機能を十分に発揮するとともに、地方公共団体のほか商工会議所、大

学およびＮＰＯ法人等の地域関係者との連携を図りながら、地方創生に向けた

取組みを積極的に推進してまいります。 

 

（４）その他主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策 

イ．創業または新事業の開拓に対する支援に係る機能の強化のための方策 

(ｲ) 外部機関との連携による支援 

当金庫は、営業店と営業推進部および融資部が連携し、新規創業や新たな事業

分野の開拓を目指す事業者に対して、経営相談、指導・助言、セミナーの開催お

よび経営情報の提供等、事業者が抱える悩みや課題等を解決するための支援の取

組みを積極的に行っております。 

この取組みの実効性を高めるため、岩手県信用保証協会および商工会議所等の

外部機関との連携強化を図っており、外部機関の専門的な知見、ノウハウおよび

機能を積極的に活用しております。 

当金庫は、今後も引き続き、地域における雇用機会の創出および地域経済の活

性化への貢献が期待できるため、外部機関との連携・協力関係を構築し、創業や

新事業開拓に対する支援機能を強化してまいります。 

 

(ﾛ) 創業等事業者向け商品の提供 

当金庫は、新規創業等を目指す事業者に対する資金供給手段として、岩手県信

用保証協会等の公的機関における各種制度融資および保証制度を紹介・提案し、

積極的に活用しております。 

また、平成 25 年 12月より(公財)日本財団「わがまち基金」プロジェクトとし

て、新たな被災地支援制度を創設しており、被災地で新たな事業を開始する中小

企業および個人事業主等を対象に、(一社)陸中みらい基金を通じて、利子補給制

度融資および借入債務の保証を行っております。 

当金庫は、今後も引き続き、新規事業の立上げ時等に必要となる資金需要に積

極的に対応するとともに、公的機関の制度融資だけでは対応が困難な場合に備え

て、新たなプロパー融資商品等の開発・提供も検討してまいります。 
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(ﾊ) 創業支援ファンドおよび助成金の活用による支援 

当金庫は、信金中央金庫が中小企業のライフステージに応じたコンサルティン

グ機能の発揮が期待される信用金庫の取組みをサポートするため信金キャピタ

ル㈱との共同出資により設立した中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド

「しんきんの翼」を活用した支援を検討してまいります。 

なお、当ファンドは、「創業・育成」や「成長（あるいは成長分野）」のステー

ジにある信用金庫取引先の中小企業に対して、資本または資本性資金を直接供給

することを目的として、平成 26年 6月より運営が開始されております。 

また、当金庫は、平成 25 年 2 月に米国ＮＧＯ「メーシーコープ」、「ギブトゥ

アジア」および国内ＮＰＯ「プラネットファイナンスジャパン」と共同で「陸中

復興トモダチ基金」を創設し、新規に起業する事業者への助成事業を開始いたし

ました。平成 26 年 3 月をもって新規募集を終了しておりますが、助成実績は 17

件 23百万円となっております。 

 

ロ．経営に関する相談その他の取引先の企業（個人事業者を含む。）に対する支援

に係る機能の強化のための方策 

(ｲ) 販路開拓・拡大等に係る支援 

当金庫は、お取引先の新たな販路や仕入先の開拓・拡大および事業の拡大等を

支援するための取組みとして、信用金庫業界および信金中央金庫の全国ネットワ

ークを活用して開催されるビジネスフェアや個別商談会等への出展機会をお取

引先に紹介・提供しております。 

また、お取引先の取扱商品を掲載した地域応援カタログ「みやしん Next とっ

ておきセット」の企画等による販売促進支援や㈱イプロスが運営する日本最大の

工業系製造業製品・技術データベースサイトへの登録による販路開拓支援等に取

り組んでおります。 

当金庫は、今後も引き続き、お取引先のビジネスチャンスの創出および地域経

済の活性化への貢献が期待できるため、信用金庫業界のネットワーク等を活用し

たビジネスマッチング等による販路開拓・拡大等支援の取組みを積極的に推進し

てまいります。 

 

(ﾛ) 経営改善に係る支援 

当金庫は、営業店と融資部経営支援課が連携し、岩手産業復興機構および㈱東

日本大震災事業者再生支援機構等を活用した先や金融円滑化法にもとづく貸付

条件の変更先等、経営改善が必要であると判断したお取引先に対して、定期的な

営業活動等を通じて経営実態を把握するとともに、経営改善に向けた継続的な指

導・助言等を行っております。 
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また、経営改善支援先の業務・財務内容および経営課題等を的確かつ詳細に分

析したうえで、必要に応じて「経営改善計画」の策定を支援するとともに、計画

策定後については改善状況の進捗等を踏まえて、資金繰り支援や貸付条件の変更

等を実施する等、計画達成に向けたサポート活動を行っております。 

なお、当金庫は、「中小企業の海外における商品の需要の開拓の促進等のため

の中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律等の一部を改正する法律」にも

とづく経営革新等支援機関として、平成 25年 2月、国の認定を受けております。 

また、中小企業再生支援協議会、産業復興機構、（独）中小企業基盤整備機構、

いわて企業支援ネットワーク、いわて中小企業支援プラットフォームおよび岩手

県よろず支援拠点等の外部機関や税理士等の外部専門家との連携強化を図って

おり、外部機関等の専門的な知見、ノウハウおよび機能を積極的に活用しており

ます。 

当金庫は、今後も引き続き、経営改善支援先の的確な実態把握に努めるととも

に、外部機関等との連携も図りながら、適切な指導・助言および経営課題等解決

のための最適な施策の提案を行う等、コンサルティング機能を十分に発揮してま

いります。また、当金庫は、このような活動を通じて、お取引先に自らの経営の

目標や課題を正確かつ十分に認識していただいて主体的な行動を促すとともに、

支援先の経営改善および成長に向けた取組みを最大限支援してまいります。 

 

(ﾊ) コンサルティング機能を発揮等できる人材の育成 

当金庫は、コンサルティング機能の発揮や目利き力の向上に向けた人材の育成

を図るため、外部機関が主催する研修やセミナー等に積極的に職員を派遣すると

ともに、経営改善・事業再生等をテーマとした庫内研修、庫内トレーニー制度の

実施、営業店におけるＯＪＴの推進、融資部等による営業店への臨店指導および

ファイナンシャルプランナー等の各種公的資格の取得を奨励しております。 

当金庫は、今後も引き続き、外部研修等への積極的な職員派遣および継続的な

研修実施等による職員の能力向上に努め、コンサルティング機能を発揮等するた

めに必要な専門的なスキル・ノウハウを持った人材を育成、強化してまいります。 

 

ハ．早期の事業再生に資する方策 

(ｲ) 外部機関との連携等による取組み 

当金庫は、営業店と融資部経営支援課が連携し、抜本的な事業再生により経営

の改善が見込まれると判断したお取引先に対して、事業再生に向けた具体的な方

針の検討、最適な再生方法の選択および提案等を行っております。 

具体的には、中小企業再生支援協議会、岩手県産業復興センターおよび他金融

機関と連携し、経営改善計画の策定支援および自治体等の支援施策の活用による
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事業再生を支援するとともに、岩手産業復興機構および㈱東日本大震災事業者再

生支援機構等を活用した再生支援に取り組んでおります。また、外部機関を活用

した再生支援後においても、必要に応じて連携先と協力しながら、支援先の業況

や経営改善の進捗状況等についてモニタリングを継続するとともに、適切な指

導・助言等を行っております。 

また、当金庫は、事業再生等に豊富な支援実績を有する㈱地域経済活性化支援

機構の活用についても、今後、必要に応じて検討してまいります。 

なお、平成 28 年 3 月末現在における外部機関の活用実績は、岩手産業復興機

構 23件および㈱東日本大震災事業者再生支援機構 46件となっております。 

当金庫は、今後も引き続き、地域における雇用維持および地域経済の活性化へ

の貢献が期待できるため、外部機関等との連携・協力関係を構築し、財務等の抜

本的な見直しによる早期の事業再生に向けた取組みを推進してまいります。 

 

(ﾛ) 事業再生支援ファンド等の活用 

当金庫は、被災地域で事業再生に取り組む事業者を支援することを目的として

信金中央金庫が設立した復興支援ファンド「しんきんの絆」を活用した支援を実

施しており、平成 28年 3月末現在における活用実績は、4件となっております。 

また、（公財）日本中小企業福祉事業財団（日本フルハップ）は、中小企業経

営者を対象に災害補償、災害防止および福利厚生等の事業を展開する公益法人と

して、平成 24年 3月に「東北地区中小企業震災復興支援助成金制度」を創設し、

中小企業の再建や起業による雇用の創出と拡大を支援しております。同制度を活

用した平成 28年 3月末現在における実績は、2件となっております。 

当金庫は、今後も引き続き、事業再生の必要なお取引先に対して、ファンド等

の活用による支援も検討してまいります。 

 

(ﾊ) ＤＤＳ等による金融支援 

当金庫は、お取引先の財務体質の改善を図ることにより、事業再生の実現可能

性が高いと判断できる場合、既存の借入金を資本性借入金（劣後ローン）として

みなせるＤＤＳや株式に振り替えるＤＥＳによる金融支援が有効な手段である

と考えており、今後、これらの取扱いも検討してまいります。 

 

ニ．事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 

(ｲ) 事業承継に対する支援 

当金庫は、少子・高齢化の進行に伴い、経営者が悩みを抱える事業承継に関す

る相談に対して、営業店および本部が一体となって対応するとともに、必要に応

じて外部機関との連携も図りながら、問題解決に向けた支援の取組みを積極的に
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行っております。 

なお、Ｍ＆Ａによる事業承継支援については、当金庫、信金キャピタル㈱およ

び㈱日本Ｍ＆Ａセンターの 3者間において、平成 25年 11月、「Ｍ＆Ａ業務協定」

を締結しており、外部機関の専門的な知見、ノウハウおよび機能を有効に活用し

ております。 

また、当金庫お取引先の次世代を担う若手経営者の顧客組織「みやしん Next」

を平成 25 年 1 月に立ち上げており、これまで税理士等の専門家による講演会・

セミナーを開催し、後継者の育成にも積極的に取り組んでおります。 

当金庫は、今後も引き続き、お取引先の事業承継に関する潜在的なニーズの発

掘に努めるとともに、適切な指導・助言および問題解決のための最適な施策の提

案を行う等、事業承継に対する支援機能を強化してまいります。 

 

(ﾛ) 相続等に関する相談対応 

当金庫は、事業承継等に伴う相続に関する相談について、お取引先に対する営

業活動等を通じて、または営業店窓口や各種相談会で受け付けており、必要に応

じて税理士等の外部専門家を紹介しております。 

また、お取引先からの自主廃業等に関する相談については、当金庫が慎重かつ

十分に検討したうえで、事業の持続可能性が見込まれないと判断した場合、必要

に応じて弁護士等の外部専門家との連携を図りながら、円滑な債務整理等に向け

た支援を行っております。 

当金庫は、今後も引き続き、お取引先の良き相談相手として、要望事項やニー

ズを把握・理解するとともに、適切な指導・助言および要望等に応えるための最

適な施策の提案を行う等、各種相談に対する支援機能を強化してまいります。 
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６．信金中央金庫による優先出資の引受けに係る事項 

 信金中央金庫が引き受けている優先出資の内容は、次のとおりです。 

種類 社債型非累積的永久優先出資 

申込期日（払込日） 平成 24年 2月 20日（月）  

発行価額 

非資本組入額 

1口につき 50,000円（額面金額 1口 500円） 

1口につき 25,000円 

発行総額 10,000百万円 

発行口数 200,000口 

配当率 

（発行価額に対す 

る年配当率） 

預金保険機構が当該事業年度において公表する優先配当年

率としての資金調達コスト 

ただし、日本円 TIBOR（12ヶ月物）または 8％のうちいずれ

か低い方を上限とする。 

累積条項 非累積 

参加条項 非参加 

残余財産の分配 残余財産の分配は、定款に定める方法に従い、次に掲げる順

序によりこれを行うものとする。 

イ 優先出資者に対して、優先出資の額面金額に発行済優

先出資の総口数を乗じて得た額をその有する口数に応

じて分配する。 

ロ 優先出資者に対して、優先出資の払込金額から額面金

額を控除した金額に発行済優先出資の総口数を乗じて

得た額を分配する（当該優先出資の払込金額が額面金額

を超える場合に限る。）。 

ハ 前イおよびロの分配を行った後、なお残余があるとき

は、払込済普通出資の口数に応じて按分して会員に分配

する。 

ニ 残余財産の額が前イおよびロの規定により算定され

た優先出資者に対する分配額に満たないときは、優先出

資者に対して、当該残余財産の額をその有する口数に応

じて分配する。 
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７．剰余金の処分の方針 

当金庫は、地域のお客様から出資を受け入れ事業を行う協同組織金融機関として、

これまで事業によって生じた剰余金については、内部留保の充実に努めるとともに、

普通出資への安定的な配当を維持することを基本方針としております。 

当金庫は、経営強化計画に掲げる各種施策を着実に実施することにより、地域の復

興・創生および地域経済の活性化を通じ、収益確保に努めてまいります。 

また、今後、優先出資については所定の配当を行うとともに、普通出資については

安定的な配当を実施できるよう、引き続き内部留保の蓄積に努め、優先出資の返済を

目指してまいりたいと考えております。 

 

 

 

８．財務内容の健全性および業務の健全かつ適切な運営の確保のた

めの方策 

（１）経営管理に係る体制および今後の方針 

当金庫は、意思決定機関として理事会を設置するとともに、理事会の決議した方

針にもとづき、当金庫の業務執行に係わる基本方針および経営計画に関しての協議

ならびに金庫業務全般の管理・統括を行う機関として、常勤理事全員を構成員とす

る常務会を設置しております。 

また、当金庫は、業務の健全性および適切性を確保するための体制整備がもっと

も重要であると考え、「内部管理基本方針」を定めております。当金庫は、この方

針のもと、「法令等遵守に係る基本方針」、「利益相反管理に係る基本方針」および

「顧客保護等管理に係る基本方針」等の経営方針を定め、全役職員に徹底するとと

もに、継続的な見直しを行う等、適切な内部統制システムの整備に努めております。 

さらに、当金庫は、「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、反社会的勢力に

対し毅然とした態度で臨み、確固たる信念をもってこれを排除し、その関係遮断を

徹底することにより、公共の信頼を維持し、業務の健全性および適切性の確保に努

めております。 

経営強化計画に掲げた各種施策の取組みについては、役職員一丸となって推進し

ていくとともに、常務会を主体にＰＤＣＡサイクルを継続的に回すこととし、議長

である理事長および理事長の補佐となる常勤理事が責任をもって推進していくこ

ととしております。 

なお、各種施策の取組みが十分でないと認められる場合には、担当部門に対して、

要因分析および具体的な対応の検討・企画立案を指示しております。 

当金庫は、今後も引き続き、基本方針等にもとづく適切な経営管理体制を維持・

強化するとともに、実効性の確保に努めてまいります。 



36 
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■経営管理・リスク管理態勢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務執行に対する監査または監督の体制および今後の方針 

当金庫は、監事監査および監査室における監査により、業務執行に対する監査を

行い、経営の健全性の維持・向上に努めております。 

監事については、常勤監事に加え、信用金庫法にもとづき員外監事を選任してお

ります。監事は、重要な意思決定の過程および業務執行状況を把握するため、理事

会、常務会およびその他の重要な委員会に出席するほか、重要な稟議書その他業務

執行に関する重要な書類を閲覧し、理事または職員に対し、必要に応じて説明を求

めることとしております。 

また、監事は、当金庫の内部監査部署である監査室と連携し、当金庫の業務執行

の適切性を検証するとともに、監事監査を踏まえ、理事会に検証結果を報告してお

ります。 

監査室については、内部監査の公平性および客観性を確保するため、業務執行部

門から完全に独立した理事長直轄の部署とし、事業年度毎に策定する「内部監査実

施計画」にもとづき、本部および営業店の内部管理態勢、法令等遵守態勢、顧客保

護等管理態勢、リスク管理態勢等を監査し、その有効性を検証・評価しております。 

なお、監査室は、内部監査の結果を「内部監査報告書」として取りまとめたうえ

で、遅滞なく理事長に報告しております。被監査部門に対しては「内部監査結果通

知書」等を通知し、不備および改善が必要な事項については是正を指示する等、業

務の改善指導を行うとともに、その改善状況の確認を行っております。 
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さらに、会計監査人による外部監査は、監査法人と監査契約を締結しており、厳

正な監査を受け会計処理の適正化等に努めております。 

当金庫は、今後も引き続き、適切な業務執行に対する監査または監督の体制を維

持・強化するとともに、実効性の確保に努めてまいります。 

 

（３）与信リスクの管理（不良債権の適切な管理を含む。）および市場リスクの管理を

含む各種のリスク管理の状況ならびに今後の方針 

当金庫は、リスク管理を経営上の重要課題の一つとして位置付けており、内部管

理基本方針にもとづき、各種業務執行に伴い発生する様々なリスクを正確に把握す

るとともに、金融情勢の変化に対応できるよう統合的にリスク管理を行い、健全性

の確保と収益性の向上を図っております。 

なお、リスク管理については、「統合的リスク管理方針」にリスク・カテゴリー

ごとのリスク管理方針を定め、各種規程・要領を整備するとともに、リスクの状況

を常務会に報告する等、管理体制の整備・改善に努めております。 

当金庫は、今後も引き続き、各種研修・勉強会等を通じて全役職員のリスク管理

に対する高い意識を醸成し、適切なリスク管理体制を維持・強化するとともに、実

効性の確保に努めてまいります。 

 

イ．信用リスク管理 

当金庫は、信用リスク管理に係る各種規程等を定め、与信取引に係る信用リス

ク管理の組織体制、業務分掌および決裁権限等を明確にするとともに、信用リス

クの適正な把握とコントロール・削減に努めております。 

また、役職員が与信取引を行うにあたって遵守しなければならない基本的な考

え方を「クレジットポリシー」に定め、健全な倫理観にもとづいた行動および判

断を行うよう周知徹底しております。 

信用リスク管理に係る組織体制については、融資部を主管部署と定め、営業推

進部門からの独立性を確保し、牽制機能を発揮できる管理態勢とするため、審査

課、企業支援課および管理課を設置し業務運営を行っており、信用リスク管理の

実効性を確保しております。 

また、信用金庫は、法令上、1 先に対する与信額の上限が定められております

が、当金庫は、信用リスク管理規程において、法令上の上限を下回るクレジット

リミット（信用供与限度額基準）を設定するとともに、未保全額を基準とする限

度額管理を行っております。 

なお、常勤役員が出席する融資委員会において、限度額を毎年度見直すととも

に、限度額を超過する取引が発生した場合の管理方針については、慎重に協議・
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検討を行ったうえで決議することとしております。 

また、当金庫の経営に大きな影響を及ぼす可能性のある大口与信先等について

は、信用状況や財務状況の継続的なモニタリングを実施し、定期的に常務会に報

告する等、個別管理を徹底しております。 

さらに、当金庫は、信用リスクを的確に評価・計測するため、信用格付の導入

を検討しております。当面は、自己査定における債務者区分とスコアリング・モ

デルとの整合性を確認することにより、自己査定の正確性の向上に努めておりま

す。 

加えて、当金庫は、お取引先の実態を踏まえ、適切に資産の自己査定を実施し、

必要な償却引当を適時実施するとともに、事業の再生可能性を十分に協議・検討

したうえで、適切な対応に努めております。 

 

ロ．市場リスク管理 

当金庫は、市場リスクに係る各種規程等を定め、市場リスク管理に関する基本

方針、リスク管理体制、リスクの所在、リスクの種類・特性、リスクの評価、モ

ニタリングおよびコントロール等の管理に係る手法を明確にするとともに、市場

リスク管理の重要性を十分に認識し、適正かつ実効性のある管理を行っておりま

す。 

市場リスク管理に係る組織体制については、総合企画部を主管部署と定め、牽

制機能に留意するとともに、常務会において市場リスクのモニタリング状況を報

告するとともに、有価証券投資に係る対応を協議しております。 

有価証券投資については、安全性を重視し、購入対象を一定以上の外部格付を

有する発行体に限定していることに加えて、1 投資対象先あたりの投資限度額を

定めて運用しております。 

総合企画部は、市場リスク管理に係る各種規程にもとづき、市場リスク量を

100BPV等の手法を用いて計測・分析するとともに、資本配賦に対する使用状況等

を定期的にモニタリングしております。 

なお、市場環境の変動によって、時価が大きく減少した有価証券については、

適切に減損処理を実施しているほか、急激に信用状態が悪化し、価格下落が生じ

た銘柄についてもロスカットルールにもとづき、原則として売却することとして

おります。これらの取扱いについては、常務会において把握するとともに、ルー

ルの遵守状況を定期的に理事会に報告しております。 

 

ハ．流動性リスク管理 

当金庫は、流動性リスク管理規程等を定め、金融システム不安等に伴う市場流
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動性リスクおよび非常時等の資金調達政策に関する資金繰りリスクの管理を実

施しております。 

流動性リスク管理に係る組織体制については、総合企画部を主管部署と定め、

資金繰りやリスクの状況等を定期的にモニタリングするとともに、常務会にモニ

タリング結果を報告する等、流動性リスク管理の実効性を確保しております。 

当金庫は、短期間で資金化が可能な資産について支払準備資産として一定額以

上保有することを流動性リスク管理規程で定めております。 

また、当金庫は、不測事態が発生した際の「危機管理対応マニュアル」等を策

定しており、流動性危機時の連絡・報告体制、対処方法および指示・命令系統等

を明確にする等、迅速かつ適切な対応を行うことができるよう態勢整備に努めて

おります。 

 

ニ．オペレーショナル・リスク管理 

当金庫は、オペレーショナル・リスクを、事務リスク、システムリスク、法務

リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクに分類し、各リスク別の所管

部署を定めております。所管部署は、各種規程およびマニュアル等を遵守させる

取組みを通じて、リスクの極小化および顕在化の未然防止に努めております。 

なお、事務リスクの未然防止の対応として、全ての事務ミスに対して発生原

因の分析を行い、常務会へ報告するとともに、分析結果の全部店への還元およ

び臨店指導の実施を通じて発生原因を周知し、類似事案の未然防止に努めてお

ります。 

当金庫は、今後も引き続き、各種規程等に沿った正確な事務処理に努めるとと

もに、管理態勢の改善を継続的に図り、オペレーショナル・リスク管理の徹底に

努めてまいります。 

以 上 





貸 借 対 照 表 

第 90期末 平成 28 年 3月 31日現在  

宮古信用金庫 

商 品 国 債

商 品 地 方 債

商 品 政 府 保 証 債

その 他の 商品 有価 証券

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

外 国 他 店 預 け

外 国 他 店 貸

買 入 外 国 為 替

取 立 外 国 為 替

未 決 済 為 替 貸

信 金 中 金 出 資 金

前 払 費 用

未 収 収 益

先 物 取 引 差 入 証 拠 金

先 物 取 引 差 金 勘 定

保 管 有 価 証 券 等

金 融 派 生 商 品

金融 商品 等差 入担 保金

リ ー ス 投 資 資 産

そ の 他 の 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その 他の 有形 固定 資産

ソ フ ト ウ ェ ア

201

8

有 形 固 定 資 産 443

116

―

124

無 形 固 定 資 産

―

―

26

8

40

18

―

―

―

金 融 派 生 商 品

30

―

―

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金―

―

金 銭 の 信 託

商 品 有 価 証 券

―

売 渡 手 形

コ ー ル マ ネ ー6,249

―

―

―

借 入 金

702

―

―

―

―

―

先 物 取 引 差 金 勘 定 ―

117 借 入 商 品 債 券

借 入 有 価 証 券

先 物 取 引 受 入 証 拠 金

3

―

―

437

―

―

276

10

リ ー ス 債 務

―

―

そ の 他 の 負 債

資 産 除 去 債 務

80

31,436

86

1,454

3,223

11

払 戻 未 済 金

―

前 受 収 益

―払 戻 未 済 持 分

1

職 員 預 り 金

5

給 付 補 備 金 1

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

未 決 済 為 替 借

37

236

39,780

353

―

29,346

2,130

73

7

当 座 借 越 ―

外 国 他 店 借

―

売 渡 外 国 為 替 ―

未 払 外 国 為 替

―

定 期 預 金

普 通 預 金

10,104

―

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

―

買 入 手 形

コ ー ル ロ ー ン

買 現 先 勘 定 ―

―

―外 国 為 替

―

17,093

再 割 引 手 形

科 目 金 額 科 目

1,532 預 金 積 金

（負債の部）

現 金

（資産の部）

72,720

借 用 金 10,104

873

譲 渡 性 預 金

金 額

当 座 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

1,231

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

外 国 他 店 預 り ―

―

―

―

―

売 現 先 勘 定

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

―

―

28,664

6,837

―

売 付 債 券

預 け 金

―

500

有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 ―

1,600

42,875

偶 発 損 失 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

外 国 為 替

貸 出 金

そ の 他 資 産

そ の 他 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金

売 付 商 品 債 券

0

1 特 別 法 上 の 引 当 金

5

19

―

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

百万円百万円



の れ ん

リ ー ス 資 産

その 他の 無形 固定 資産

（ 697 ）

(うち個別貸倒引当金 ) （ 496 ）

普 通 出 資 金

優 先 出 資 申 込 証 拠 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

優 先 出 資 金

繰 延 税 金 負 債

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

前 払 年 金 費 用

―

（純資産の部）

―

―

36

再評価に係る繰延税金負債

債 務 保 証

―7

負 債 の 部 合 計

金融商品取引責任準備金

出 資 金

―

処 分 未 済 持 分

自 己 優 先 出 資

自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金

―

資 本 剰 余 金

5,000

―

1,678

1

165

1,678そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

1,844

5,000

5,328

36

83,061

5,000

328

―

―

12,170

純 資 産 の 部 合 計

95,266資 産 の 部 合 計 95,266 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

35

―

―土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

35

12,205

会 員 勘 定 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

―

13

―

繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

―

当 期 未 処 分 剰 余 金

△

△
△

△

特 別 積 立 金

注 1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2.有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については原則として

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と認

められるものについては移動平均法による原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3.有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行

っております。

4.有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物  8年～50年 

その他  3年～20年 

5.無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利

用可能期間（5年）により償却しております。

6.外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

7.貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権およびそれと同等の状況に

ある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、 
担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況に

ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額

から、担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必

要と認める額を計上しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資委員会が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っ

ております。

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額および保証による回収が可能

と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 1,534百万円であります。

8.賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し

ております。

9.退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会企業会計

基準適用指針第25号）に定める簡便法（直近の年金財政計算上の数理債務を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末に

おける必要額を計上しております。

当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理してお

ります。

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況および制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は

次のとおりであります。

① 制度全体の積立状況に関する事項（平成 27年 3月 31日現在）

年金資産の額            1,659,830百万円



年金財政計算上の数理債務の額 

と最低責任準備金の額との合計額 1,824,563百万円 

差引額 △164,732百万円

② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成 27年 3月分）

0.0614％

③ 補足説明

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 247,567百万円であります。本制度における過去勤務債務の

償却方法は期間 19年 0月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、特別掛金 11百万円を費用処理して

おります。

なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当

金庫の実際の負担割合とは一致しません。

10.役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度

末までに発生していると認められる額を計上しております。

11.睡眠預金払戻引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生

する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。

12.偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。

13.消費税および地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

14.理事および監事との間の取引による理事および監事に対する金銭債権総額32百万円

15.有形固定資産の減価償却累計額672百万円

16.貸出金のうち、破綻先債権額は43百万円、延滞債権額は1,303百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立て

または弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下｢未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第3号のイからホまでに掲げ

る事由または同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として

利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

17.貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は－百万円であります。

なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から 3月以上遅延している貸出金で破綻先債権およ

び延滞債権に該当しないものであります。

18.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は－百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および3ヵ月以上延滞債権に該当し

ないものであります。

19.破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は1,347百万円であります。なお、16.か

ら19. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20.手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商

業手形は、売却または（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は86百万円であります。

21.担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産 

預け金 10,500百万円 

有価証券  200百万円 

担保資産に対応する債務 

預金  224百万円 

借用金    10,104百万円 

上記のほか、為替決済の担保として、預け金1,500百万円を差し入れております。 

22.出資1口当たりの純資産額3,356円77銭

23.金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。

このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産および負債の総合的管理（ALM）をしております。

（2）金融商品の内容およびそのリスク

当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。

また、有価証券は、主に債券、投資信託および株式であり、満期保有目的、純投資目的および事業推進目的で保有しており

ます。

これらは、それぞれ発行体の信用リスクおよび金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。また、変動金利の預金については、

金利の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当金庫は、信用リスクに関する管理規程等に従い、貸出金については、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情

報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管

理は、各営業店のほか審査部により行われ、また定期的に経営陣による常務会等で審議・報告を行っております。

さらに与信管理の状況については、管理部がチェックしております。

有価証券の発行体の信用リスクは、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しておりま

す。

② 市場リスクの管理

(ⅰ)金利リスクの管理



当金庫では、市場リスクに関する管理規程等に基づき、金融資産および金融負債の金利変動リスクを管理しておりま 

す。 

日常的には総合企画部において金融資産および負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析 

等によりモニタリングを行っております。 

(ⅱ)為替リスクの管理 

当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。 

(ⅲ)価格変動リスクの管理 

当金庫で保有している株式の多くは、純投資目的で保有しているものであり、市場環境や財務状況などをモニタリン 

グしております。 

(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報 

当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のう 

ち「債券」、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。 

当金庫では、これらの金融資産および金融負債について、「保有期間 1年、過去 5年の観測期間で計測される 99パー 

センタイル値」を用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に

利用しております。

当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産および金融負債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利

期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。

なお、「金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の 99パーセンタイル値を用いた経済価値」は、

当事業年度末現在、577百万円減少するものと把握しております。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮し

ておりません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当金庫では、流動性リスク管理規程等に基づき、当金庫の資金調達・運用構造に適応した流動性リスクの管理体制を整

備し、運営しております。 

日常の管理として、支払準備率や預金残高動向等のモニタリング管理により資金繰り状況を把握・管理しております。 

また、緊急時に備えて、災害時等危機管理計画書を策定しており、万一の状況における支払準備に万全を期しておりま 

す。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。

当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金、借用金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示

しております。

24.金融商品の時価等に関する事項

平成 28年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりであります(時価の算定方法につい 

ては(注 1)参照)。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注 2） 

参照）。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

貸借対照表 

計 上 額 
時 価 差 額 

(1) 預け金（＊1）

(2) 買入金銭債権

(3) 金銭の信託

(4) 有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

(5) 貸出金（＊1）

貸倒引当金（＊2）

42,875 

1,600 

500 

16,998 

7,249 

9,748 

31,436 

△695

42,986 

1,600 

500 

17,797 

8,049 

9,748 

－ 

－ 

111 

－ 

－ 

799 

799 

－ 

－ 

－ 

30,741 31,673 932 

金融資産計 92,714 94,557 1,842 

(1) 預金積金（＊1）

(2) 借用金（＊1）

72,720 

10,104 

72,733 

10,116 

13 

11 

金融負債計 82,825 82,850 25 

（＊1）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しておりま 

す。算出にあっては共同事務センターのシステムを使用しております。 

（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。 

（注 1）金融商品の時価等の算定方法 

金融資産 

（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のあ

る預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割引いた現在価



値を記載しております。 

（2）買入金銭債権

買入金銭債権については、残存期間が短期間（1年以内）のもの、もしくは金利が市場金利に連動するものであり、時価

は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

（3）金銭の信託

金銭の信託のうち、満期が 1年以内のものはその帳簿価額が時価に近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。その他の金銭の信託については、信託財産の構成物を市場価格で評価し、当該評価額を時価としております。 

（4）有価証券

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表

されている基準価格によっております。 

なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については 25.から 27.に記載しております。 

（5）貸出金

貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除する方法により算

定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

①破綻懸念先債権、実質破綻先債権および破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借

対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）

②①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額

③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を無リスク利子率として市場金

利（LIBOR、SWAP）で割り引いた価額

金融負債 

（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時

価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。 

その割引率は、当金庫の 3月 31日現在の店頭表示金利を用いております。 

（2）借用金

借用金のうち、変動金利によるものは、短期で市場金利を反映し、また、当金庫の信用状態は実行後大きく異なっていな

いことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。 

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を直近 3ヵ月間の当該借用金平均利回り 

で割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報 

には含まれておりません。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式（＊1） 44 

組合出資金（＊2） 50 

  合  計 94 

（＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とは 

しておりません。 

（＊2）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているも 

のについては、時価開示の対象とはしておりません。 

金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 （単位：百万円）

1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

預け金（＊） 

買入金銭債権 

金銭の信託（＊） 

有価証券（＊） 

満期保有目的の債券 

その他有価証券のうち満期

があるもの 

貸出金（＊） 

15,000 

1,000 

― 

1,309 

― 

1,309 

5,830 

14,675 

600 

― 

6,850 

1,215 

5,635 

11,209 

9,300 

― 

― 

4,089 

1,398 

2,690 

7,264 

1,500 

― 

― 

4,636 

4,636 

― 

5,480 

合 計 23,139 33,335 20,653 11,616 

（＊）預け金、金銭の信託、有価証券のうち期間の定めがないものまたは満期日がないものは含めておりません。貸出金のう 

ち、破綻先、実質破綻先および破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含 

めておりません。 

借用金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 （単位：百万円）

1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

預金積金（＊） 

借用金 

26,177 

10,052 

4,207 

52 

0 

― 

18 

― 

合 計 36,230 4,260 0 18 



（＊）預金積金のうち、要求払預金は含めておりません。 

25.有価証券の時価および評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、

「その他の証券」が含まれております。以下、27.まで同様であります。

満期保有目的の債券 

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

時価が貸借対照表計

上額を超えるもの

債券 6,449 7,253 803 

国債 5,847 6,612 765 

地方債 100 104 4 

社債 502 535 33 

その他 200 201 1 

小計 6,649 7,455 805 

時価が貸借対照表計

上額を超えないもの

債券 ― ― ― 

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 600 594 △5

小計 600 594 △5

合 計 7,249 8,049 799 

その他有価証券 

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

株式 ― ― ― 

債券 6,633 6,575 58 

国債 401 399 1 

地方債 602 599 3 

社債 5,629 5,576 53 

その他 1,813 1,803 9 

小計 8,446 8,379 67 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

株式 35 39 △4

債券 705 707 △1

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

社債 705 707 △1

その他 559 572 △12

小計 1,301 1,320 △19

合 計 9,748 9,699 48 

26.当事業年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

株式 56 1 △9

債券 7,187 21 ― 

国債 2,732 6 ― 

地方債 3,530 13 ― 

社債 924 2 ― 

その他 675 4 △0

合 計 7,918 27 △10

27.減損処理を行った有価証券

当事業年度において減損処理を行った有価証券はありません。

28.運用目的の金銭の信託

貸借対照表計上額

（百万円）

当事業年度の損益に含まれた評価差額

（百万円）

運用目的の金銭の信託 500 ― 

29.当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、 一定の限度

額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は5,721百万円であります。このうち



契約残存期間が１年以内のものが1,416百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来

のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全およびそ

他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨のの条

項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

30.繰延税金負債の発生の内訳は、次のとおりであります。

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 13百万円



 

損 益 計 算 書 
 

       平成 27年 4 月 1日から              

 第 90期   平成 28年 3 月 31日まで                    

                                              宮古信用金庫 

 

 

  

1,014,946 

729,228 

125,710 

－  

－  

－  

－  

149,835 

－  

10,171 

128,581 

48,238 

80,343 

33,966 

－  

－  

23,162 

－  

－  

10,804 

383,796 

353,410 

13,022 

4,719 

3,051 

9,593 

36,277 

23,348 

823 

－  

12,104 

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

69,281 

17,754 

51,526 

723 

318 

－  

－  

資 金 運 用 収 益  
貸 出 金 利 息  

科             目 金                   額 

経 常 収 益 1,561,290 

預 け 金 利 息  
買 入 手 形 利 息  
コ ー ル ロ ー ン 利 息 

買 現 先 利 息 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 

 

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 

そ の 他 の 受 入 利 息 

 

 

 債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 

受 入 為 替 手 数 料  
そ の 他 の 役 務 収 益  

役 務 取 引 等 収 益  

商 品 有 価 証 券 売 買 益  
国 債 等 債 券 売 却 益  

そ の 他 業 務 収 益  
外 国 為 替 売 買 益  

 

 

国 債 等 債 券 償 還 益  

そ の 他 の 業 務 収 益  

金 銭 の 信 託 運 用 益  
そ の 他 の 経 常 収 益  

そ の 他 経 常 収 益  

株 式 等 売 却 益  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

償 却 債 権 取 立 益 

預 金 利 息  
給 付 補 備 金 繰 入 額  

経 常 費 用 1,154,922 

資 金 調 達 費 用  

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 利 息  
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息  

譲 渡 性 預 金 利 息  
借 用 金 利 息  
売 渡 手 形 利 息 

コ ー ル マ ネ ー 利 息 

支 払 為 替 手 数 料  
そ の 他 の 役 務 費 用  

そ の 他 の 支 払 利 息  
役 務 取 引 等 費 用  

商 品 有 価 証 券 売 買 損  
国 債 等 債 券 売 却 損  

そ の 他 業 務 費 用  
外 国 為 替 売 買 損  

金 融 派 生 商 品 収 益 

売 現 先 利 息 

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 

千円 



 

 
 （注）1.記載金額は千円単位未満を切り捨てて表示しております。 

    2.その他の経常費用には、債権売却損210,029千円を含んでおります。 

    3.出資1口当り当期純利益562円50銭。 

 
  
－  

－  

－  

404 

802,891 

456,934 

327,356 

18,599 

245,749 

－  

2,525 

10,490 

－  

3,994 

－  
228,738 

－  
－  
－  
－  

18,008 
－  
－  
－  

5,320 
－  

  

         

そ の 他 の 業 務 費 用  
経 費  

国 債 等 債 券 償 還 損  
国 債 等 債 券 償 却  

税 金  
そ の 他 経 常 費 用  

人 件 費  
物 件 費  

 
株 式 等 償 却  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
貸 出 金 償 却  

金 融 派 生 商 品 費 用 

そ の 他 の 経 常 費 用  

金 銭 の 信 託 運 用 損  
そ の 他 資 産 償 却  

株 式 等 売 却 損 

固 定 資 産 処 分 益  

特 別 利 益 －  

負 の の れ ん 発 生 益 

 406,367 

特 別 損 失 18,008 
そ の 他 の 特 別 利 益  

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額  

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額  

固 定 資 産 処 分 損  
減 損 損 失  

そ の 他 の 特 別 損 失  

法 人 税 等 合 計 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 
 388,359 

法 人 税 等 調 整 額  

 1,678,840 

 

5,320 

383,039 

1,295,800 繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） 
 

税  引  前  当  期  純  利  益 

当    期    純    利    益 

当  期  未  処  分  剰  余  金 

経      常      利      益 







貸

科 目
E胃 金

現 金

｛っち小切手 ・手 形 ） （

外 国 通 貨

金

？頁 tt 金

？買 lす 金
（うち信金中金預け金

譲渡 性預 け 金
買 入 手 形

コ ノレ ロ ン

民 現 先 勘 定

債券貸借取引 支 払 保 証 金

買 入 金銭慣権

金 銭 の f言 託
附 ロロロ 有 ， f曲 証

、

附 品 国

前 品 地 方

前品政府 保証

その他の商品有 価 証

有 1曲 証 、長

国

地 万

短 期 干土 一’

干土
（公社公団償

（金 融 償
（その他 社 償

株 究；

貸 ｛寸 ｛言 託
投 資 ｛言 託
外 国 証 券
そ の ｛也 の 証券

貸 出 金

（うち金融機関貸付金） （ 

害l 号｜ 手 形

手 青5 貸 付

証 書 貸 ｛サ
当 座 貸 E韮

外 国 為 替

外 国 他店 預 け

外 国 他 店 貸
買 入 外 国為 寄

取立外 国為 替
そ の 他 資 藍
未決 済為替貸

信 金中金 出資 金

そ の↑也 出 貸金
前 払 賞 用

未 収 収 益

先物取引差 入 証 拠 金

先物取引差金勘定

保管有価 証 券 等

金融 派 生商 品
金融商品等茅入担保金

リ ー ス 投 資 資 産

仮 払 金
そ の 他 の貨産主

本 支 店 蹴 疋

日計表（ 2 8年 5月末現在）

（資産 ・負債及び純資産）

主主 負債及

金 額 手ト 目
1530 312 065門 預 金 横 金
1525 6 3 1 959 当 座 預 金

1940 275 普 通 預 金
4680 106 貯 蓄 預 金。 通 知 預 金

47 。59474 532 jjlj 段 預 金
47 ゆ59474 532 納税 準 備 預 金
4 1 応86応 12 146  計。 定 期 預 金。 定 期 積 金。 計。 非居住者円預金。 外 貨 預 金

1 K) 0 0 。。。。。。 計

600 。。。。。。 署員 波 性 fJ 金。 ｛昔 用 金。 イ昔 入 金。 当 座 ｛昔 越。 再 宮l 号｜ 手 汗三。 売 渡 手 形
1 7 718 324 533 コ ／レ ーマ ネ
6247 509 200 売 現 先 勘 定

699 12 4 3 072 債券岱イ昔取引号入担保金。 コ マーシャル ・ペーパー

7185 9 1 1 1 8 3 外 困 為 事幸

75 829 7 4 5 ) 外 国他店 預 り
1 1 9 9 6 5 1 1 4 2) 外 国 他 店 1音
519 1 0 f4_ 3 0 12 9 6 ) 売 渡外 国為

95  K) 7 8 日59 未 払外 国為。 そ の ｛也 負
12 3 6 凶01 医25 未決済為香 目

3199 険151389 未 払 賛 用

54 陰65陪05 給 付 禰 てん備金
3 1 1 8 7 り301 9 8 未 払 法人祝電量

1190  。。。000) 前 宝主 収 益
97 12 7 2 9 5 1 来 払 諸 祝

1346 685 648 未 払 自己 当 金

28 577 792 635 払 戻 未 済 金

1 1 6 5 12 7 8 964 払 戻来 済持 分。 職 員 7買 り 金。 先物取引受入証拠金。 先物取引差金勘定。 f昔 入間 品債券。 借 入 有 価 証 券
同33P61 陪41 売 付商 品 債券

1 1 15 7 9 陪76 売 付 債 券
12 7 6 日00 000 金 融 派 生 商 品

1 12 0 0 。。。 金融商品等受入担保金。 リ ス 債 務
1 1 3 508 026 資 産 除 去 債 務。 仮 月3ζ之 金。 そ の 他 の負債。 本 支 店 勘 定。。。

6 13 7 3 陪21 

24 100 3 I 8 。

び 純資産

金 額

76 678 「722673円

244 応48359 

43  758 げ84700 

350 陪05799 。
981 ゆ094 1 3 

8123 2 009 

45  344 180 12 8 0 
29  166  日99194 3 

2167 642 性50

3 1 334 642 日93。。。。
1 0 104 772 。。。
1 0 1 0 4 772 。。。。。。。。。。。。。。。

53 004 防24
9 β 1 1 761 

33 r7 2 3 ゆ74

1708 p91 。
包17 

174 0  17 9 1 

1 8 1 4 952 

2405 000 。。。。。。。。。。。。
2 1 0 1 038 。。



日計表（ 2 8年 5月末現在）

（資産 ・負債及び純資産）

資 佳 負債及 び純貸並
科 目 金 額 科 目 金 額

有 汗5 回 定 資産 性43包98~7 5 円 j-1;: 理 業務 勘 定 B 5 4 唯 66I司

建 物 I 2 4 15 4 9 院8I 賞 与 ヲ｜ 当 金 26  996 。。。
土 地 I I 6 a47 性66 役員賞与引当金 。
リ ス 資 産 。 退 職給付号i 当 金 40  870 666  

建 覧司又内ι 仮 勘 定 。 役員退 職慰 労引当金 I 8 689 。。。
その他の 有形固定資産 ~01 901 828 そ の他の 引当 4 25  846 f4 0 8 

無 形 園 定 資 産 8851 778 特別法上の引当 。
ソ フ ト ウ コC ア I f4 8 2 750 

ー

延 税金負 。
(I) れ ん 。 評価に係る繰延税金負聖 。
リ ス 資 産 。 務 保 証 46  697 090 

その他の無形固定資産 7 (l 6 9 028 ｛貫 計 86  egs 953 I 2 7 

前 払 年 金 費 用 。 ~ 資 産 I 2 167 529 936 

繰 延 税 金 資 産 。 出 資 金 5巳25I 7 7 。。。
再評価に係る繰延税金資産 。 普 通 出 資 金 巳26I 7 7 。。。
償 務 保 在 見 返 46  597 090 優先 出 資 金 5000 。。。。。。
貸 ffij ,i3I 当 金 ム 697 ヨl 3 379 優 先出 資甲込証拠金 。
（うち個別貸 倒引 当金 ） 八 496  508 $8  0) 資 本 東l 余 金 5000 。。。。。。
そ の｛也 の 号｜ 当 金 11' 。 資 本準 備 金 5000 ゆ00 。。。

そ の 他 資 本 剰 余 金 。
fl) 益 耳切 余 金 1844 129  回36

手I) 益 2陸 備 金 166 12 8 9 12 7 4 

そ の 他 利 益 剰余 1678  日40162  

特 別積立 。
繰 越 。
未処分剰余 1678 840 162 

処 分未済符 ム I r7 7 6 600  

自 己優先 出 ム 。
自 己優 先出資 申込証拠 E 。
その他有価証券評価差額 。
繰延ヘッジ損益 。
土地再評 f曲 差額金 。

負債及 び 約資産計 99  163  483 063 

期 中 損 主主 65  654 170 
ぷ口ふ、 計 9 9  包29I 3 7 233 1s 音十 99  包29l 3 7 233 

数員臓

数

数

役

帥
制
民
勤

店

会

常

6店 舗

10,467人

9 I人



資
科 目

有 形 国 定 資産
建 物

土 地
リ ス 資 産

建 設 仮 勘 定
その他の有形固 定 資 産

無 汗5 国 定 資 産
ソ フ ト ウ コに ア
の れ ん

リ ス 資 産

その他の無形 固 定 資 産
前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

僚 務 保 証 見 返
貸 fill .51 当 金
（うち個別貸倒引当金）

そ 。コ 他 σ〉 号｜ 当 金

A口ふ 言十

平残日計表（ 2 8 年 5 月中）

（資産 ・負債及び純資産）

産 負債及
,, 額 科 目

443 ~98 ~7 4 円 代 理 菜 務 勘 ｛ λt 

124  375 包87 寅 与 ヲ｜ 当

1 1 6 847 性66 役員寅与引当。 退職 給付 引当 、、，
1 7 4 1 9 3 役員退 職慰労引当 ~ 

201 901 828 そ の他の 号｜ 当 、， 

8851 778 特別 法上の引当金

1 '1 8 2 750 線 延 税 盆負債。 再評価に係る繰延税金負債。 債 務 保 証

7369 028 負 債 計。 純 資 産。 出 資 金。 晋 通 出 貨 金
46  803 356 優 先 出 資 金

ム 陪97/9 1 3 379 優 先 出 資 甲 込 証 拠 金
〈 性9615 0 8 8 8 0) 望量 本 用l 余 金

6 。 資 本 耳星 備 金
その 他貸本 討l余金

手I] 益 県l ヲ肯 金
手I] 益 Z巨 痛 金
そ の 他 利 益 申l余金
特別積立金
繰 越 金
未処分剰余金

処 分 来済持 分

自 己優先 出 資
自 己優 先 出 資 申 込 証 拠 金

その他有価証券評価差額金

繰延ヘツジ損益
土 地再評価差額金

負債及び純資産計
期 中 損 益

99  12 8 o 4 1 8 490 4口,. 計

び 純資産
金 額

721 5 1 1円

26  996 。。。。
40  870 566 

1 8 689 000 

25 846 408 。。。
46  803 356 

87 ゆ61 匝33 2 422 

1 2 169 阪95258 

5 t3 2 7 陪61 838 

B27 巨56 1 838 

5000 。。。。。。。
5000 。。。lo O 0 

5000 poo lo O 0 。
1844 129 凶36

165  289 包74
1678 回40162  。。
1678 840 162  

ム 1796 016 

!:,, 。。。。。
99  231 527 680 

48  隠908 1 0 
99  12 8 0 kl 1 8 490 



平残呂 5 月中）



日計表（ 2 8年 5月末現在）

損益 勘定

損 失 矛I) 益

科 目 金 鷲 科 目 金 怒
干百 金 積 金 手IJ 4息 2 1 7 5 549円 貸 出 金 手IJ ，息 128 673 666円

干百 金 手I] a息 2052 536 （うち金融機関貸付金利息） 。
給付補てん備金繰入 I 2 3 013 貸 付 金 手！J .！司、 1 2 7 504 658 

霊童 1溶性預金荊｜鳥、 。 手 汗5 ~) 弓｜ キ十 1 169 008 

イ昔 用 金 手I] ，息 。 預 it 金 手！J ，息、 33  023 136  

イ昔 入 金 葦I) .Ill. 。 干百 け 金 来II ．堅、 33  023 136 

当 座イ普誠利 ．息 。 議法性預け金利息 。
再 容l 号l 料 。 冒 入 手 形 手I] ，宮、 。

売 渡 手 形 手IJ ，息 。 コー ルローンキI] P、 。
コールマネー利息 。 買 王買 先 手I] a宮、 。
＋ ヲE 現 先 手1) .Ill、 。 債券貸借取司｜号入利息 。
債 券 貸 借 取引支払利息 。 有価証券平I］ 胃 、 配 当 金 l l 17 l 1 性33

コマーシャル ・ペ ー パ 一 利 息 。 金利スワッブ受入利息 。
金 利 ス ワ ップ支払利息 。 その舶 の 受入利息 13 7 4 132 7 

その 仙の支払 王11 ，官、 。 （うち買入金銭 債 権 利 息 ） 日7412 7 1 ) 

人 件 事量 68 ド102げ73 4骨務取呂 害 Ull 搭 1 9 硲 40問 07

報 酬給料 手 当 48  ゆ95陪9l 手入為替手数料 8013 F-J 2 3 

退 職給 付審 用 1 2 F-106 15 7 4 そ の 他 の 品 入 手 数 料 1 1 626 ゆ84

社 ~ 三 保 険 料 7峰 00 15 0 8 その他の待 院 取 引 等 収 益 。
物 件 44 17 8 7 653 そ の ilh. 草 署 収 益 467 l l 0 

事 ); 2 1 15 7 8 198 外国為 主 3官官益 。
困 '.ii:' 産 14 901 098 外国 i涌 主 宇買 。
事 -・ 7306 1 3 8 金 売 。
人 事 生 1002 2 l 9 商品有価証靖 界貿 。
預 金 保 険 。 間前首等倍券 界 却 。
有形固定 資 産 償 H 。 ｜司 ｛E等債券償還 。
無形固定資産償 。 首 面証券貸付・ヰ 。

税 金 1 6 1 I 321 金 融派 生 商品収益 。
役務取号等費用 13 2 2 1 582 雑 採 467 1 1 0 

支払為替手数料 2897 l 5 6 臨 時 ijj( 主主 2008 防08

その 他 の支払手数料 1 t7 8 4 144 償却債権取立益 I k) 1 0 f4 4 I 

その他の役務取引等費用 8陪40282 株 式 等 売 却 益 998 同67

そ の 他業務費用 I 3 t7 0 1 金 銭の 信託 運用 主主 。
外国為替売買損 。 その他の臨時収益 。
外国通貨売買損 。 特 月lj 手lj 主在 。
金 売 貿 ：員 。 固定資産処分整 。
商品有価証券売買慢 。 負のの れ ん発生益 。
国債答債券売却損 。 その他の特別利益 。
国債 等債券償還慣 。 号｜ 当 金 戻 入 等 。
国債 等債 券償却 。 一 般貸倒引当金戻入 。
有価証券借入料 。 個 別 貸 倒 引 当 金 戻 入 。
金融 派生商品費用 。 賞与引当金戻入 。
雑 損 1 3 7 0 I 役員賞与号｜当金震入 。

臨 E寺 費 用 3 1 838 役員退職慰労引当金戻入 。
貸 出 金 償 却 。 金 融商品取 引 責任準備金戻入 。
株 式 等 売 却 。 その他 の 引 当金戻入 。
株 式 筈 償 。 目的穏 立金目 的取崩額 。
金銭の信 託運用 。 そ /]) 他 。
そ の他 資産償 。 法人税 等 調整額 。
退 職 給 付費 用 。 手1) 益 計 195 回98陪87

その他の 臨 時 費 用 3 1 S38 

特 jjlj 損 失 。
固定資産処分掲 。
減 損 損 失 。
その他の特別損失 。

号｜ 当 金 繰 入 等 。
一 般貸＠Iヲ｜当金繰入 。
個別貸倒引当金繰入 。
賞 与 弓｜ 当金繰入 。
役員賞 与 号当 金繰入 。
役員退職慰労引当金繰入 。
金 融 商品取引 責 任 市 備 金 繰 J 。
その 他の引当 金 繰 入 。
そ 。コ 他 。

法人税等調整額 。
損 失 言十 1 3 0 244 同I7 

期 中 損 主主 65  654 1 7 0 
.g. 言十 I 9 5 B98 587 
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